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第１節 新川医療圏地域医療計画

１ 医療圏の概況

（１）地域の環境、人口及び人口動態

○ 新川医療圏は県東部の魚津市、黒部市、入善

町、朝日町で構成され、圏域の総面積は 924.47 

km2で、山林地帯が 80％以上を占めています。

○ 東は新潟県と長野県に、西は富山医療圏に接

しています。圏域内には本県最大の温泉旅館街

である宇奈月温泉をはじめ、黒部峡谷鉄道や後

立山連峰など、有数の山岳観光地があります。

○ 2016（平成 28）年 10 月 1 日現在の圏域の総

人口は 120,426 人で、総人口の 33.4％が 65 歳

以上、17.1％が 75 歳以上で県平均を上回って

います。2016（平成 28）年の出生数は 742 人、出生率（人口千対）は 6.2（県：7.0）で、

県平均を下回っています。また、死亡率（人口千対）は 14.1（県：12.3）で県平均を上回

っています。

（２）医療機関、保健福祉関係施設

○ 2016（平成 28）年 10月１日現在、圏域内には、病院14施設、一般診療所 74施設（有床

3施設、無床 71施設）、歯科診療所 51施設があります。

○ 2016（平成 28）年病院報告では、圏域内病院の１日平均患者数は外来 1,712 人、入院 1,754

人、また、病院の病床利用率は 82.1％となっており、平均在院日数は 38.0 日と県平均（33.4

日）より長くなっています。

○ 保健施設として、保健センターがすべての市町に、また、厚生センターの本所が黒部市

に、支所が魚津市に設置されています。なお、障害者・高齢者福祉施設等は、次のとおり

です。

医療機関の数

区 分
医 療

機関数
摘 要

病 院 14
一般   12
精神科 2

一 般
診療所

74
有床   3
無床    71

歯 科
診療所

51 無床     51

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成 28>年 10 月１日現在）

病院病床数

区 分 病床数

一 般 1,045

療 養 792

精 神 290

結 核   10

感染症    4

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成 28>年 10 月１日現在）

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏

黒部市

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏

入善町 朝日町

魚津市

新川厚生センター

魚津支所

新川医療圏新川医療圏

黒部市
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医師・歯科医師等

区 分 人 数
人口 10万対

（新川） （県）

医  師 254 206.5 248.2

歯科医師 66 53.7 56.4

薬 剤 師 221 179.7 265.7

看 護 職 1,781 1,484.2 1,564.7

内

訳

保健師 83 69.2 58.4

助産師 45 37.5 38.1

看護師 1,192 993.3 1,156.6

准看護師 461 384.2 311.6

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
（2014<平成 26>年 12 月 31日現在）
富山県「看護職員業務従事者届」
（2016<平成 28>年 12 月 31日現在）
人口 10万対は県医務課計算

（３）医療従事者

○ 2014（平成 26）年 12 月末現在、圏域内の医師数は 254 人、人口 10 万人当たりで 206.5

人（県：248.2 人）、歯科医師数は66人、人口 10万人当たりで53.7 人（県：56.4 人）、薬

剤師数は221 人、人口 10 万人当たりで 179.7 人（県：265.7 人）となっており、人口 10万

人当たりではいずれの職種も県平均を下回っています。

○ 2016（平成 28）年 12 月末現在、圏域内の看護職員の就業者数は 1,781 人であり、職種別

では保健師 83人、助産師 45 人、看護師 1,192 人、准看護師 461人となっています。

○ 人口 10 万人当たりでは看護職員全体で 1,484.2 人、職種別では保健師 69.2 人、助産師

37.5 人、看護師 993.3人、准看護師 384.2人です。

○ リハビリテーション関係従事者及び歯科関係従事者の数は、次のとおりとなっています。

リハビリテーション関係従事者

（常勤換算数）

区 分 人 数

理学療法士 65.8

作業療法士 47.2

言語聴覚士 9.0

視能訓練士 8.9

厚生労働省「病院報告」「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1 日現在）

高齢者福祉施設等

入所

施設

特別養護老人ホーム

（地域密着含む）

17

介護老人保健施設 7

介護療養型医療施設 6

軽費老人ホーム
（ケアハウス）

4

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

21

相  談

居宅介護支援事業所 38

地域包括支援センター 5

在宅介護支援センター 4

その他 訪問看護ステーション 5

県高齢福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）

歯科関係従事者

（常勤換算数）

区 分 人 数

歯科衛生士 106.9

歯科技工士 18.3

厚生労働省「病院報告」「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1 日現在）

障害福祉サービス事業所等

日中

活動

の場

生活介護 9

自立（生活）訓練 3

就労移行支援 3

就労継続支援Ａ型 2

就労継続支援Ｂ型 12

地域活動支援センターⅠ型 1

地域活動支援センターⅡ型 －

地域活動支援センターⅢ型 －

住まい

の場

共同生活援助 10

相  談

指定一般相談支援事業 4

指定特定相談支援事業 9

指定障害児相談支援事業 6

県障害福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）
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２ 医療

（１）医療機能の分担と連携

がん

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年 11 月現在、当圏域の禁煙外来を行っている医療機関は 12 施設（病院

4、診療所 8）あり、人口 10 万人当たりの施設数は、診療所 6.7 施設（県：9.9 施設）、病

院 3.4 施設（県：3.4 施設）となっています1。また、ニコチン依存症管理料の算定件数が、

国、県の水準に比して低い状況にあります。

○ 2007（平成 19）年１月に、黒部市民病院と富山労災病院が地域がん診療連携拠点病院に

指定されています。

○ ５大がん（肺、胃、肝、大腸、乳がん）の入院診療、外来診療はいずれもその多くは医

療圏内の医療機関で受療しており、他の医療圏への流出は少ない状況にあります。

○ がんリハビリテーション実施件数が全国及び県内の他の医療圏の水準に比して少ない状

況にあります。

○ 地域がん診療連携拠点病院では、手術療法、薬物療法、放射線療法を組み合わせた治療

を行っており、外来化学療法や外来放射線療法も実施されています。また、がん患者の相

談支援、医療従事者の研修、院内がん登録事業等を行っています。

○ 地域がん診療連携拠点病院では、がんの専門知識を有する医師、看護師、薬剤師等によ

る緩和ケアチームが設置され、在宅療養を支援するがん相談支援センターが開設されてい

ます。また、がん患者の在宅療養体制を構築するための事例検討会を新川厚生センターと

共同で開催しています。

○ 県全体のがんの医療の均てん化を推進するため、黒部市民病院と富山労災病院が、地域

がん診療連携拠点病院として臨床研究の推進やがん情報の収集・発信、医療従事者等を対

象とした研修会の開催など、圏域内におけるがん治療の中心的な役割を担っています。

○ がんの早期発見や治療法の選択に有効なＰＥＴ（陽電子放射断層撮影）が、黒部市民病

院と富山労災病院に整備されています。

○ 2017（平成 29 年）８月現在 、専門的ながん診療に携わる認定看護師として、がん化学

療法看護認定看護師が黒部市民病院に２人、富山労災病院に１人、がん性疼痛看護認定看

護師及びがん放射線看護認定看護師が黒部市民病院に各１人、緩和ケア認定看護師が黒部

市民病院及び富山労災病院に各２人、あさひ総合病院に１人が配置されており、がん看護

の質の向上について中心的な役割を担っています。

○ 市町が実施するがん検診は、胃がん検診の内視鏡検査が普及するなど検診精度向上の取

り組みがありますが、がん検診受診率は横ばいの状況にあります。

〔施策の方向〕

○ 関係機関や関係団体とともに、喫煙者に対する禁煙治療や、公共施設をはじめとして多

数の方が利用する施設における受動喫煙対策に取り組みます。

                        
1 診療報酬届出施設数
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○ 地域がん診療連携拠点病院などの中核的な病院における医療機器の整備と連携を促進す

ることにより、質の高いがん診療が適切に提供されるよう支援します。

○ 地域がん診療連携拠点病院と地域の医療機関との連携について、在宅医療・介護連携推

進（支援）事業等を通じて多職種の連携を強化し、意思決定支援（アドバンス・ケア・プ

ランニング等）の充実、グリーフケア、医療用麻薬の使用に関するプログラム、がん以外

の疾患に対する緩和ケアのなどの一層の推進に努めます。

○ がんと診断された時から、障害の予防や緩和、あるいは能力の回復や維持を目的とした

がんリハビリテーションが実施されるよう支援します。

○ 患者とその家族が、がんと診断された時から、身体的・精神心理的・社会的苦痛などに

対して適切にケアを受け、苦痛が緩和されるよう、地域がん診療連携拠点病院を中心に、

緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上に努めます。

○ 在宅緩和ケアの充実に向け、がん診療連携拠点病院等のバックアップのもと、診療所、

訪問看護ステーション、調剤薬局等の地域における支援体制の強化を図ります。

○ 地域や職域でのがん検診について、検診受診率の一層の向上と精度の高い効果的な検診

が実施されるよう、関係機関と連携して啓発等に努めます。

脳卒中

〔現状と課題〕

○ 脳卒中の急性期医療が可能な医療機関として、黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総

合病院、丸川病院があります。このうち、黒部市民病院と富山労災病院では、①専門的治

療が 24時間可能、②適応のある脳梗塞症例に対し、来院後１時間以内（発症後 4.5 時間以

内）に t-PA による血栓溶解療法が実施可能、③外科的手術が必要と判断した場合における

来院後 2時間以内の治療が可能であり、圏域内で概ねカバーできています。

○ 2002（平成 14）年に、黒部市民病院は地域リハビリテーション広域支援センターに指定

されています。

○ 回復期リハビリテーション病棟を有する医療機関として、あさひ総合病院、池田リハビ

リテーション病院があり、また、丸川病院においても、回復期リハビリテーションを実施

しています。

○ 2015（平成 27）年１月現在、当圏域の回復期リハビリテーション病床数は、人口 10万人

当たり 66.0 床で、県平均（42.6床）を上回っています。

○ 2008（平成 20）年から、医療から介護まで含めた多職種連携による地域連携クリティカ

ルパスを運用しています。

○ 2010（平成 22）年３月に「新川圏域地域リハビリテーション活動マップ」の改訂版を作

成し、地域リハビリテーション関係機関の連携を図っています。

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からは、転倒、口腔機能低下、認知機能低下、閉じ

こもり等のフレイル対策が重要となっています。

〔施策の方向〕

○ 脳卒中の発症が疑われる初発症状を住民が正しく理解し、救急搬送の要請等を速やかに

行うことができるよう、市町等の関係機関や関係団体とともに、初発症状等に関する普及
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啓発を行います。

○ 脳卒中の地域連携クリティカルパス等の普及・推進を通じて、急性期医療から回復期・

維持期（生活期）医療への円滑な移行を促進するとともに、質の高い医療連携体制の構築

を目指します。

○ 急性期から回復期、維持期（生活期）に至るまで、切れ目のないリハビリテーションを

行うことにより、生活機能の維持・向上を図り、在宅等への復帰と日常生活の継続を目指

します。

○ 「新川圏域地域リハビリテーション活動マップ（仮称）」（第４版）を新たに作成し、関係

機関や関係団体とともに、圏域における医療・介護・介護予防（総合事業）におけるリハ

ビリテーションを総合的に推進します。

○ 新川圏域地域リハビリテーション連絡協議会を通じて、医療のリハビリ（急性期・回復

期）と介護のリハビリ（慢性期）の連携の推進を図ります。

心筋梗塞等の心血管疾患

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年 11 月現在、当圏域の禁煙外来を行っている医療機関は 12 施設（病院

４、診療所８）あり、人口10万人当たりの施設数は、診療所 6.7 施設（県：9.9 施設）、病

院 3.4 施設（県：3.4 施設）となっています。また、ニコチン依存症管理料の算定件数が、

国、県の水準に比して低い状況にあります。

○ 急性心筋梗塞が疑われる患者に対する専門的治療が 24 時間実施可能な医療機関として、

黒部市民病院と富山労災病院があります。

○ 黒部市民病院において、心大血管疾患リハビリテーションを実施していますが、医療圏

全体としての実施件数は他の医療圏に比して少ない状況にあります。

○ 急性期医療を担う病院（黒部市民病院、富山労災病院）を退院した患者に対し、状況に

応じた切れ目のない医療の提供のための地域連携クリティカルパスが導入されています。

○ 市町が実施する特定健診、特定保健指導の受診率は徐々に伸びてはいますが、県値に比

してはまだ低い状況にあります。

〔施策の方向〕

○ 市町が実施する特定健診、特定保健指導の実施率の向上のため、各種教室での啓発や関

係者会議での情報提供などの支援に努めます。

○ 関係機関や関係団体とともに、喫煙者に対する禁煙治療や、公共施設をはじめとして多

数の方が利用する施設における受動喫煙対策に取り組みます。

○ 住民に対し、急性心筋梗塞の発症が疑われる初発症状が正しく理解され、救急搬送の要

請等を適切に行うことができるよう、市町等の関係機関や関係団体とともに、初発症状等

に関する普及啓発を行います。

○ 診療所の医療関係者に対し、急性心筋梗塞の発症が疑われる患者に対しては速やかに急

性期治療の医療機関への搬送がされるよう、啓発に努めます。

○ 急性期医療を担う病院に関して、来院から心臓カテーテル検査までに要した時間や心臓

リハビリテーション実施率等のデータ収集・分析を行い、治療件数の増加や予後の改善に
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向けた支援体制の構築に努めます。

○ 急性期医療を担う病院において、再発予防等に有効な心大血管疾患リハビリテーション

の導入を推進します。

○ 継続的・持続的な医療の提供のため、急性心筋梗塞の地域連携クリティカルパスの利用

を促進するとともに、より使いやすいよう記載内容等の見直しに努めます。

糖尿病

〔現状と課題〕

○ 黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院では、血糖コントロールが「不可」2に相

当する例に対する教育入院等の集中的な治療を行っています。また、これらの病院では、

糖尿病昏睡等の急性合併症の治療を行っています。

○ 糖尿病治療は市町での完結率が比較的高く、合併症を含め圏域内で概ねカバーしていま

す。

○ 糖尿病対策に従事する医療・保健･福祉等の関係者に対し、糖尿病の治療や支援技術等に

関する研修会を行っています。

○ 2010（平成 22）年に、糖尿病の地域連携クリティカルパス「糖尿病マイカルテ」を作成・

運用し、かかりつけ医と病院の連携による継続的な治療体制、重症化予防体制の推進を図

っています。

○ 2010（平成 22）年に、糖尿病に関する正しい知識の普及及び糖尿病患者の重症化防止を

図るため、「糖尿病地域ケア体制検討会」を設置し、糖尿病予備群、受療者、治療中断者を

対象とした地域全体のサポート体制の構築に努めています。

○ 2017（平成 29）年に県が策定した「富山県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づ

き、圏域内の医師会と医療保険者等で協議を行い、かかりつけ医と保険者との連携による

糖尿病性腎症重症化予防の保健指導の体制整備に努めています。今後、第２期の糖尿病性

腎症重症化予防を推進するために、尿中アルブミン（定量）検査をかかりつけ医療機関に

おいて積極的に実施する必要があります。

〔施策の方向〕

○ 市町、事業所、医療保険者等と協力し、糖尿病予防のための正しい知識の普及や危険因

子を有する者の生活改善指導等を支援します。

○ 各種の研修会や連絡会等を通じて、糖尿病対策に従事する関係者の資質の向上に努めま

す。

○ 糖尿病受診勧奨者（要治療者）が確実に医療機関を受診し、悪化を防ぐための支援を強

化するとともに、糖尿病地域ケア体制検討会を通じて、糖尿病の管理ができるかかりつけ

医の増加及び歯科医や眼科医、薬剤師との連携に努めます。

○ 治療中の患者が適切に医療を継続し、重症化を予防できる体制整備を図るため、糖尿病

地域連携クリティカルパスの活用等を通じて、医療機能の分担と連携をさらに推進します。

○  新川厚生センターにおける糖尿病地域ケア体制検討会や地域職域連携推進協議会を通じ

                        
2 HbA1c（ＮＧＳＰ）8.4％以上が持続する状態
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て、圏域内のかかりつけ医と医療保険者の連携による糖尿病性腎症重症化予防の保健指導

の体制構築を推進します。

精神疾患

〔現状と課題〕

○ 精神科病床を有する医療機関として、魚津神経サナトリウムと魚津緑ヶ丘病院、精神科

外来を標榜する医療機関として、黒部市民病院があります。圏域においては、（３医療機関

で）統合失調症、うつ病、認知症の医療を概ねカバーしています。

○ 厚生センター、市町、相談支援事業者等では、患者本人や家族の相談に対応するととも

に、医療資源や精神保健福祉制度等に関する情報提供等を行っています。

○ 2011（平成 23）年から、新川厚生センターでは、うつ病や精神疾患に対する医療等の支

援体制の充実を図るため、一般医と精神科医の連携会議や研修会を開催しています。

○ 新川厚生センターでは、新川地域自立支援協議会精神部会を担当し、保健・医療・福祉・

介護等の関係者による事例検討会や研修会、連絡調整会議等を開催し、患者とその家族が

地域で安心して生活できるよう支援しています。

○ 2010（平成 22）年に、認知症の鑑別診断、急性期医療、専門医療相談等を行う「にいか

わ認知症疾患医療センター」が魚津緑ヶ丘病院に設置されています。

○ 圏域内の医療保護入院の中では、認知症の割合が高く、早期からケアパスに基づく支援

を推進する必要があります。

○ 全国・都道府県の精神保健福祉資料では、県と比較すると圏域の退院率は比較的高く、

再入院率も高くなっています。

○ 住民や企業、関係機関等を対象に、心の健康づくりや精神保健福祉施策に関する普及啓

発を行っています。

〔施策の方向〕

○ 今後とも、住民や企業、関係機関等を対象に、心の健康づくりや精神保健福祉施策に関

する普及啓発に努めます。

○ 今後とも、関係機関や関係団体等と連携を図りながら、患者本人や家族の相談に適切に

対応するとともに、多様な疾患に対応できる医療の連携体制の構築を図ります。

○ うつ病や認知症等の早期発見・早期治療を図るため、一般医と精神科医の連携体制の構

築に努めます。

○ 地域で生活する患者やその家族が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、保健・医療・福祉・介護等関係者の多職種連携による支援体制のさら

なる充実に努めます。また、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に

確保された、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に努めます。

○ 長期入院者の地域移行・地域定着を支援するため、病院と地域の連携強化及び地域のさ

らなる体制整備に努めます。

○ 認知症の人が、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、市町の地域包括支

援センターにおける認知症初期集中支援チームの体制整備と活用を図り、医療と介護等が

連携しながら、必要な医療や介護サービスが総合的に提供されるよう支援します。
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○ 精神保健・医療・福祉の関係機関が積極的に退院支援委員会やアウトリーチ事業に協力

することを支援します。

その他

〔現状と課題〕

○ 黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院が、第二次救急医療などの政策医療を担

っています。

○ 当医療圏には、地域の医療機関との連携のため、開放病床が黒部市民病院に 10床、富山

労災病院に５床設置、あさひ総合病院に５床設置されているとともに、黒部市民病院、富

山労災病院、あさひ総合病院に地域医療連携室が設置され、かかりつけ医との患者紹介が

推進されています。

○ 圏域内の公的病院、民間病院の間で高度医療機器の共同利用が進んでいます。また、2006

（平成 18）年から、黒部市民病院では、下新川地域医療連携ネットワーク「扇状地ネット」

を稼動させ、患者の承諾を得たうえで、電子カルテの情報を連携先の医療機関と共有し、

病診・病病連携が進められています。

○ 黒部市民病院は、地域救命センター、災害拠点病院、第二種感染症指定医療機関、地域

周産期母子医療センター、地域リハビリテーション広域支援センター等に指定されており、

圏域内における中核的な役割を担っています。

○ 富山労災病院は、2005（平成 17）年にアスベスト健診やアスベストに関する相談業務を

行う「アスベスト疾患センター」を設置しています。また、2017（平成 29）年３月に地域

医療支援病院の承認を受けています。

○ 分娩可能な医療機関が減少し、特定の医療機関に負担が集中するなどの課題に対応する

ため、2009（平成 21）年から、分娩可能な医療機関と妊婦健診を行う医療機関が相互に連

携を図る周産期医療連携体制を構築しています。

○ へき地医療拠点病院として、黒部市民病院は無医地区に準ずる地区等への巡回診療を行

っています。

〔施策の方向〕

○ 圏域内の特性や医療資源等を最大限に活用し、医療機能の分担と連携を推進します。

○ 公的病院の地域医療連携室を通じて、病院とかかりつけ医との連携を強化し、開放病床

及び高度医療機器の共同利用等をさらに推進します。

○ 扇状地ネット等の地域医療連携システムや大腿骨頸部骨折等の地域連携クリティカルパ

スの普及・推進を通じて、質の高い医療連携体制の構築を支援します。

○ 産科及び子育て支援施設の開設等、魚津市における新たな取り組みを今後注視しながら、

医療機能に応じた分担と連携を推進し、安全で安心な周産期医療体制の充実に努めます。

（２）救急医療

〔現状と課題〕

○ 救急医療体制は、初期救急として 2005（平成 17）年 10 月に開設された「新川医療圏小

児急患センター」、2015（平成 27）年 11月に開設された「下新川一次急患センター」、2016
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（平成 28）年４月に開設された「魚津市急患センター」と在宅当番医制があります。また、

第二次救急として、病院群輪番制（黒部市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院）、第二・

五次救急として地域救命センター（黒部市民病院）があります。このほか、坂東病院が救

急告示医療機関に指定されています。

○ 2016(平成 28）年度の新川医療圏小児急患センターの利用実績は 2,801 人で、前年度に比

較して 4.3％増加していますが、少子化により減少傾向にあります。

○ 黒部市民病院は、地域周産期母子医療センターとして、母体及び新生児の救急搬送受入

体制を有し、出生体重 1,500g 以上、妊娠週数 33 週以上のハイリスク児や、切迫早産等の

妊娠 33週以降の重症妊産婦に対する比較的高度な周産期救急医療に対応しています。

○ 2015（平成 27）年の圏域内における救急搬送人員は 3,927 人となっています3 。また、

2016（平成 28）年４月１日現在の救急救命士は 38 人で各市町の消防署に配置されており、

人口 10万人当たりの人数は 31.4 人（県：23.6 人）で、県平均を上回っています。

○ 2004（平成 16）年７月から、非医療従事者のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用が認

められたことに伴い、体育館をはじめ公共施設等にＡＥＤが設置され、各地で関係者や住

民を対象としたＡＥＤの使用を含む救急蘇生法の講習会が開催されています。

○ 2015（平成 27）年８月に運航を開始した富山県ドクターヘリについては、黒部市民病院、

富山労災病院が患者受入医療機関となっています。

〔施策の方向〕

○ 今後とも、初期、第二次、第二・五次救急医療体制を維持し、救急医療施設の充実を図

るとともに、住民に対しては、市町等の関係機関や関係団体とともに、救急医療の適正受

診について、引き続き普及啓発を行います。

○ 今後とも、新川医療圏小児急患センター、下新川一次急患センター、魚津市急患センタ

ーの運営及び在宅当番医制の運用を通じ、初期救急医療体制の維持に努めます。

○ 初期救急の適正な受診について、市町の広報や母子保健事業、ケーブルテレビ等のメデ

ィアを活用して普及啓発を行います。

○ 妊婦及び新生児の周産期医療救急搬送については、2010（平成 22）年に県で策定した「周

産期医療搬送・紹介ガイドライン」に沿った搬送体制の適正化・迅速化に取り組みます。

○ 病院前救護体制の充実のため、今後とも県民を対象とした救急蘇生法の講習会等を通じ

て、ＡＥＤの使用方法の周知を図ります。

（３）災害医療

〔現状と課題〕

○ 地域災害拠点病院及びＤＭＡＴ指定病院となっている黒部市民病院は、2016（平成 28）

年度の増改築により全館耐震化されたほか、太陽光発電設備の導入や外来待合・講堂への

医療ガス設備の設置など、より災害に強い病院となっています。

○ 市町の災害対策本部は、医師会等と連携して医療救護所を開設し、近隣地域から派遣さ

れたＪＭＡＴなどの医療救護班等と協力しながら、災害直後から数週間以上にわたり災害

                        
3 県消防課 防災・危機管理課「富山県消防防災年報」
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医療やメンタルヘルス、公衆衛生対策を実施することとなっています。

○ 2012（平成 24）年８月に、災害時の医療救護活動を迅速に行うため、公的３病院（黒部

市民病院、富山労災病院、あさひ総合病院）は、相互応援協定を締結しています。

○ ＢＣＰ（業務継続計画）が未作成となっている病院があります。

○ 災害拠点病院及び公的病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、消防、行政

で構成される「新川地域災害医療連携会議」により、災害発生時の医療連携体制の整備・

充実を図っています。

○ 「新川医療圏災害医療活動マニュアル」の作成を通じて、新川医療圏の関係機関等が、

災害発生時の医療連携における各々の役割を横断的に把握できるよう取り組んでいます。

○ 2014（平成 26）年に策定した「災害時厚生センター活動マニュアル」に基づき、各厚生

センターが参加して災害対応図上訓練を実施しています。

〔施策の方向〕

○ 新川地域が被災した場合、黒部市民病院が核となり、富山労災病院やあさひ総合病院、

医師会、市町、県内外のＤＭＡＴ等と協力しながら、急性期の災害医療を担う体制を整備

します。

○ 被災地内外から参集する医療チーム等の配置調整、情報の提供など、災害時に必要なコ

ーディネート機能が十分発揮できるよう、新川地域災害医療連携会議を通じて、通信機器

の整備を含む連携体制を整備します。

○ ＢＣＰ（業務継続計画）が未作成の病院に対し、速やかな作成を促します。

○ 新川地域災害医療連携会議を通じ、関係者の情報交換を行うとともに、「新川医療圏災害

医療活動マニュアル」について、関係機関等の防災計画や災害対応マニュアルとの整合性

をとるなど随時ブラッシュアップを図り、その実用性を高めます。

○ 各厚生センターによる災害対応図上訓練において、全国保健所長会が推奨するアクショ

ンカードを活用した実践的訓練を継続し、そのノウハウの定着を図ります。

（４）在宅医療

〔現状と課題〕

○ 新川地域在宅医療療養連携協議会の活動を支援し、多職種連携による在宅医療を推進す

るとともに、病院等の医療機関と在宅との地域連携を推進するため、看護管理者等連絡会

や医療介護連携推進研修会を開催しています。

○ 在宅医療・介護連携推進のために「在宅医療・介護ネットワークの手引き」を関係者と

協働して作成し、活用を推進しています。

○ 2010（平成 22）年から医療・介護に係る多職種間での患者情報共有システムとして「あ

んしん在宅ネットにいかわ」を導入しており、ＩＣＴを活用した多職種連携が進められて

います。

○ 新川医療圏では、一般病床の病床利用率が全国平均を下回り、療養病床の平均在院日数

が全国平均を大幅に上回っていること等により在宅死が県内でも少ない状況です。患者や

家族の意向に沿った療養生活を実現していくため、新公立病院改革プラン・公的医療機関



263

等 2025 プランの推進を図るとともに、新川地域医療構想調整会議を開催しています。

○ 2009（平成 21）年から、魚津市医師会では、多職種連携による在宅医療を推進するため、

「メディカルケアネット蜃気楼」を立ち上げ、関係者の勉強会等を開催しています。

○ 新川地域在宅医療支援センターの活動を支援し、新川地域の在宅医療の推進に努めてい

ます。

○ 2012（平成 24）年から、新川地域在宅医療支援センターでは、医療・衛生材料等の供給

を円滑に行うため、「診療材料共同購入システム」を稼動させています。

○ 2012（平成 24）年から、新川地域在宅医療支援センターでは、住民の在宅医療に対する

理解を深めるため、「在宅医療市民公開講座」を開催しています。

○ 急性期からの受け入れや在宅・生活復帰支援等の役割を担う地域包括ケア病棟が坂東病

院に設置されています。

〔施策の方向〕

○ 新公立病院改革プラン・公的医療機関等 2025 プランの推進を図るとともに、新川地域医

療構想調整会議等を通じて、患者や家族の意向に沿った療養生活を実現していきます。

○ 公的病院等の地域医療連携室等の関係者と連携し、病院等の医療機関と在宅との双方向

の移行について、質の高い入退院支援が行われるよう体制づくりを推進します。

○ 今後とも、新川地域在宅医療支援センターを拠点として、多職種連携により、できる限

り患者の住み慣れた地域で患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む。）が、継続

的・包括的に提供されるよう支援します。

○ 在宅療養者が安心して療養生活を送れるよう、在宅医や訪問看護等による在宅医療体制

を強化し療養環境を整備します。また、病院における退院前及び退院後の訪問指導の推進

を図ります。

○ かかりつけ薬剤師・薬局の普及を図るとともに、病院薬剤師のチーム医療参画を進めま

す。

○ 在宅療養者の病状急変時に対応できるよう、地域包括ケア病棟の整備を推進するととも

に、在宅医療を担う医療機関や訪問看護ステーションと入院機能を有する医療機関との円

滑な連携による診療体制の構築を目指します。

○ 住み慣れた自宅での看取りだけではなく、在宅で療養している患者が、本人や家族の希

望により最期を入院で看取れるよう、在宅・病院間の連携を推進します。

○ 在宅医療・介護連携推進（支援）事業等を通じて、人生の最終段階における医療につい

て啓発普及を行います。

○ 在宅療養支援事例検討会や研修会、関係者連絡会等を通じて、関係者の資質向上と多職

種連携の推進に努めます。

○ 在宅医療に関する地域住民の理解を促進するため、管内市町をはじめとする保健・医療・

福祉関係機関との連携により、住民向け公開講座等の開催等を支援します。

○ 地域包括ケア推進支援事業等を通じて、市町が行なう在宅医療・介護連携推進事業（地

域支援事業）を支援します。
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３ 医療・保健・福祉等の地域連携

（１）医療と保健、福祉の連携

〔現状と課題〕

○ 2007（平成 19）年から、地域統一型の「大腿骨頸部骨折地域連携クリティカルパス」を

運用しています。

○ 介護老人保健福祉施設等の社会福祉施設における感染症や食中毒等の発生・対応に備え、

平時から、施設職員に対する研修会や関係者連絡会議の開催、医療機関等との連携に努め

ています。

○ 新川厚生センターでは、健やかな妊娠・出産を支援するため、「周産期地域連携ネットワ

ーク会議」を開催し、周産期医療と保健、福祉の連携を推進しています。

○ 養育支援を特に必要とする家庭への支援を強化するため、市町では、保健、児童福祉、

教育、警察・司法関係者等で構成される「要保護児童対策地域協議会」を設置しています。

○ 医療と介護の連携を強化し、地域包括ケアを推進するため、在宅療養等の事例検討会や

研修会等を通じて、医療、保健、福祉、介護等関係者の連携構築に努めています。

〔施策の方向〕

○ 今後とも、社会福祉施設等における感染症や食中毒等の発生・対応に備え、平時から、

施設職員に対する研修会や関係者連絡会議の開催、医療機関等との連携に努めます。

○ 管内市町に子育て世代包括支援センターが設置され、市町が行う産前・産後サポート事

業や産後ケア事業が充実し、妊娠期から子育て期にわたって切れ目なく必要な支援が受け

られる体制を整備するため、母子保健事業連絡会や、子育て包括支援センター連絡会議、

周産期地域連携ネットワーク会議等を通じて支援します。

○ 地域包括ケアを推進するため、市町の地域包括支援センターを拠点として、医療と介護

の連携を強化するなど、医療、保健、福祉、介護等関係機関のさらなる連携促進に努めま

す。

（２）関係団体・ボランティアとの連携、情報の提供

〔現状と課題〕

○ 圏域内では、ソーシャルキャピタルの核となる様々な方々の協力を得て、地域の医療、

保健、福祉の向上のための地域活動が積極的に行われています。

○ 健康づくり推進員（食生活改善推進員、ヘルスボランティア、母子保健推進員等）は、

市町単位で協議会が組織され、各種の保健福祉事業に参画、協力し、自主的で積極的な活

動を展開しています。

○ メンタルヘルスサポーターは、厚生センターデイケアや地域家族会への協力、精神障害

者に対する理解を図るための普及啓発を行うなど、地域において精神障害者及び家族が安

心して生活できるための支援を積極的に行なっています。

○ 難病ボランティアは、難病療養相談会において難病患者の介助や話し相手などの支援を

行なっています。

○ 薬物乱用防止指導員は、街頭キャンペーンや学校での講演会など、薬物乱用防止の啓発
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活動を積極的に行なっています。

○ 新川厚生センターでは、ホームページ等を通じて、医療連携体制や医療機能に関する情

報を提供しています。

〔施策の方向〕

○ 新川厚生センターでは、今後とも、関係団体や各ボランティア組織等と連携・協力しな

がら、地域の医療、保健、福祉の向上のための各種事業を推進します。

○ 関係機関・団体が連携・協働し、高齢者のみならず、障害者や子どもなど生活上の困難

を抱える方が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域共生社会の実現に

向けた取り組みを推進し、包括的な支援体制の構築を図ります。

○ 新川厚生センターでは、今後とも、ホームページや各種の事業を通じて、医療連携体制

や医療機能に関する情報をわかりやすく提供します。
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第２節 富山医療圏地域医療計画

１ 医療圏の概況

（１）地域の環境、人口及び人口動態

○ 富山医療圏は、県中央部の富山市、滑川市、上市

町、立山町、舟橋村で構成されています。圏域の面

積は 1,843.86k ㎡で、県の43.4％を占めています。

○ 東は新川医療圏、西は高岡、砺波医療圏、南は北

アルプスを経て長野県､岐阜県に接しており､神通川、

常願寺川の２大河川により形成された扇状地である

富山平野と立山・剱岳に代表される山岳観光地があ

ります。

○ 2016（平成 28）年 10 月１日現在、圏域の総人口

は 500,623人で、県全体の47.2％を占めています。65歳以上の老年人口の割合は、総人口

の 27.1％（県： 31.1％）で、県平均を下回っていますが、都市部と山村部ではその構成割

合に大きな開きがあります。2016（平成 28）年の出生数は 3,730 人、出生率（人口千対）

は 7.5（県： 7.0）で、県平均を上回っています。死亡率（人口千対）は11.2（県： 12.3）

で県平均を下回っています。

（２）医療機関、保健福祉関係施設

○ 2016（平成 28）年 10月１日現在、圏域内には、病院、一般診療所合わせて 430 施設、歯

科診療所224 施設があります。

○ 2016（平成 28）年病院報告では、圏域内病院の１日平均患者数は外来 6,544 人、入院 6,958

人、また、病院の病床利用率は 83.5％、平均在院日数は 33.1 日です。

○ 保健施設として、中部厚生センター(以下「厚生センター」という。)、富山市保健所（以

下「保健所」という。）があり、また、市町村に保健センター（類似施設を含む。）が設置

されています。なお、障害者・高齢者福祉施設等は、次のとおりです。

医療機関の数

区 分
医療機
関数

摘 要

病 院 49
一般 41
精神科  8

一 般
診療所

381
有床 23
無床 358

歯 科
診療所

224 無床 224 

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成28>年10月1日現在）

病院病床数

区 分 病床数

一 般 4,117

療 養 2,627

精 神 1,531

結 核 46

感染症 8

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成28>年10月1日現在）

舟橋村
滑川市

上市町

富山市

富山医療圏

中部厚生センター

富山市保健所 立山町

舟橋村
滑川市

上市町

富山市

富山医療圏

中部厚生センター

富山市保健所

舟橋村
滑川市

上市町

富山市

富山医療圏富山医療圏

中部厚生センター

富山市保健所 立山町
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（３）医療従事者

○ 2014（平成 26）年 12 月末現在、圏域内の医師数は 1,487人、人口 10 万人当たりで 295.6

人（県： 248.2 人）、歯科医師数は 292 人、人口 10万人当たりで 58.1 人（県： 56.4人）、

薬剤師は1,706人、人口 10万人当たりで339.2人（県： 265.7人）となっています。人口

10万人当たりではいずれの職種も県平均を大きく上回っています。

○ 2016（平成 28）年 12 月末現在、圏域内の看護職員の就業者数は 8,597 人であり、職種別

では保健師 297 人、助産師 237 人、看護師 6,535 人、准看護師 1,528 人となっています。

また、リハビリテーション及び歯科関係従事者の数は、下表のとおりとなっています。

障害福祉サービス事業所等

日中

活動

の場

生活介護 40

自立（生活）訓練 4

就労移行支援 16

就労継続支援Ａ型 36

就労継続支援Ｂ型 48

地域活動支援センターⅠ型 5

地域活動支援センターⅡ型 1

地域活動支援センターⅢ型 6

住まい

の場
共同生活援助（グループホーム） 32

相談 指定一般相談支援事業 15

指定特定相談支援事業 28

指定障害児相談支援事業 15

県障害福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）

高齢者福祉施設等

入所

施設

養護老人ホーム 2

特別養護老人ホーム 46

介護老人保健施設 21

介護療養型医療施設 15

軽費老人ホーム

（ケアハウス）

12

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

57

相談 居宅介護支援事業所 180

地域包括支援センター 36

在宅介護支援センター 2

その他 訪問看護ステーション 36

県高齢福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）

医師・歯科医師等

区 分 人 数
人口 10万対

（富山） （県）

医  師 1,487 295.6 248.2

歯科医師 292 58.1 56.4

薬 剤 師 1,706 339.2 265.7

看 護 職 8,596 1,716.0 1,564.7

内

訳

保健師 297 59.3 58.4

助産師 237 47.3 38.1

看護師 6,535 1,304.4 1,156.6

准看護師 1,528 305.0 311.6

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
（2014<平成 26>年 12 月 31日現在）
富山県「看護職員業務従事者届」
（2016<平成 28>年 12 月 31日現在）
人口 10万対は県医務課計算

リハビリテーション関係従事者
（常勤換算数）

区 分 人 数

理学療法士 273.5

作業療法士 163.1

言語聴覚士 58.5

視能訓練士 36.0

厚生労働省「病院報告」、「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1 日現在）

歯科関係従事者
（常勤換算数）

区 分 人 数

歯科衛生士 409.2

歯科技工士 87.9

厚生労働省「病院報告」「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1日現在）
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２ 医療

（１）医療機能の分担と連携

がん

〔現状と課題〕

○ 2014（平成 26）年 11 月現在、禁煙外来を行っている医療機関は 58 施設（病院 12 施設、

診療所 46施設）あります1。

○ がん診療の拠点として、県立中央病院が県がん診療連携拠点病院、富山大学附属病院が

地域がん診療連携拠点病院及びがん診療人材育成拠点病院、富山赤十字病院と富山市民病

院が富山県がん診療地域連携拠点病院にそれぞれ指定されています。

○ 県立中央病院に、がん等高度専門医療に対応した「先端医療棟」を設置（2016（平成 28）

年９月）しました。

○ がん診療連携拠点病院では、手術療法、放射線療法、薬物療法を組み合わせた集学的治

療を行っており、緩和ケア病棟が県立中央病院（25 床）と富山市民病院（20 床）、富山赤

十字病院（12 床）に設置されています。また、多職種で医療にあたるチーム医療が推進さ

れています。患者支援として、相談支援センターが設置され、医療や介護、就労などに関

する情報提供や相談に対応するとともに、がん診療の向上のため医療従事者の研修やがん

登録事業等を行っています。

○ がん診療連携拠点病院等には、専門的ながん診療に携わる認定看護師が 43人（がん化学

療法看護７人、がん性疼痛看護４人、緩和ケア 27 人、乳がん看護５人）、がん専門看護師

が６人います。

○ とやまＰＥＴ画像診断センターが共同利用型ＰＥＴセンターとして、県内の公的病院、

がん診療連携拠点病院をはじめとする様々な医療機関と連携して、がんの検査と診断を行

っています。

○ がん診療連携拠点病院を中心に、５大がんの地域連携クリティカルパスが運用されてい

ます。

○ 2016（平成 28)年３月現在、圏域における末期のがん患者に対して在宅医療を提供する医

療機関数が 24施設、人口 10 万人当たり 4.8 施設（県： 4.4 施設、全国： 10.0施設）で、

全国より少ない状況です 1。

〔施策の方向〕

○ 受動喫煙の防止、がん予防の啓発のために医療機関における敷地内禁煙を推進するとと

もに、禁煙指導を行う医療機関が増加するよう働きかけます。

○ 市町村や医療保険者によるがん検診を推進するとともに、健康教育などにおいてがんに

関する正しい知識の普及を行います。

○ がんに関する医療機能が整っているという圏域の特徴を生かし、中核となる病院に対す

る支援を強化するとともに、質の高い医療提供体制の確保に努めます。

○ 今後とも中核的な病院における医療機器の整備充実を進め、がん診療をはじめとする高

                        
1 診療報酬届出施設数
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度医療が適切に提供されるように努めます。

○ 希少がんや小児がん等の治療について、全国の専門病院の情報提供や相談体制整備に努

めます。

○ ５大がんや緩和ケアに関する地域連携クリティカルパスなどを有効に活用し、専門的な

がん診療機能を有するがん診療連携拠点病院とがん診療機能を担う病院、在宅療養支援機

能を有する医療機関との連携を図ります。

○ 病診連携や在宅主治医同士がチームで在宅療養者を支援する体制の整備、関係者の連携

を促進し在宅医療を推進します。

○ 医療機関や訪問看護ステーション、薬局、居宅介護支援事業所などの関係機関が在宅医

療を提供するためのネットワーク構築に努めます。

脳卒中

〔現状と課題〕

○ 済生会富山病院には、ＳＣＵ（脳卒中ケアユニット）６床が整備されています。

○ 2015（平成 27）年度のｔ-PA による脳血栓溶解療法の件数が人口 10万人当たり 6.7 件（全

国： 9.7～10.1 件、県：7.5 件）で全国、県より少ない状況です2。

○ 2017（平成 29）年 11 月現在、回復期リハビリテーションが、富山県リハビリテーション

病院・こども支援センター、アルペンリハビリテーション病院、八尾総合病院、富山西リ

ハビリテーション病院、かみいち総合病院の５病院で提供されています。

○ 地域リハビリテーション広域支援センターである富山市民病院とかみいち総合病院にお

いて、「富山圏域地域リハビリテーション連携指針」に基づき、リハビリテーション実施機

関や保健・福祉関係施設職員に対する相談対応や指導、研修の実施、福祉機器の貸出し等

を行っています。

〔施策の方向〕

○ 発症後速やかに専門的治療を受けられるよう、発症が疑われる症状に関すること及びそ

れらの症状が出現した場合の速やかな救急搬送の要請について住民への普及啓発を行いま

す。

○ ＳＣＵを有する病院、急性期病院におけるｔ-PA による血栓溶解療法の実施状況を把握検

証し、実施件数の増加を図ります。

○ カテーテルによる機械的な血栓除去術などの血管内治療を促進し、その実施状況を把握

していきます。

○ 地域連携クリティカルパスを効果的に運用し、急性期から回復期及び生活期リハビリテ

ーションへの円滑な移行を推進するとともに、その運用状況の把握に努めます。

○ 脳卒中の後遺症を抱えて暮らす住民が、必要時、在宅医療や介護サービスを適切に利用

できる体制を構築するよう努めます。

○ 脳卒中の予防、治療、リハビリテーション、介護を支える関係者の資質の向上と連携の

強化に努めます。

                        
2 厚生労働省レセプト情報・特定健診等情報データベース（ナショナルデータベース NDB）
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心筋梗塞等の心血管疾患

〔現状と課題〕

○ 急性期治療は、県立中央病院、富山大学附属病院、富山赤十字病院、富山市民病院、済

生会富山病院の５病院が担っています。

○ 上記５病院共通の地域連携クリティカルパスを作成し、2012（平成 24）年８月から運用

しています。

○ 発症後の速やかな受診と治療の開始が、生存率や社会復帰率の向上につながることから、

急性期病院到着から治療開始までの時間など急性期治療に関する評価を行っています。

○ 慢性心不全患者の増加に対応するため、その実態を把握するとともに、かかりつけ医等

を含め多職種で支える体制整備が必要です。

〔施策の方向〕

○ 心筋梗塞の発症が疑われる初期症状を住民が正しく理解し、救急搬送の要請等を適切に

行うことができるよう、市町村の関係機関や関係団体とともに、初期症状等に関する普及

啓発を行います。

○ 地域連携クリティカルパスを効果的に運用し、急性期病院と診療所との連携を図り、機

能分担を行います。

○ いずれの急性期病院においても、救急患者の急性期治療が迅速に行われるよう、引き続

き来院から心臓カテーテル検査までに要した時間（Door to Balloon time）等のデータ収

集・分析を行い、治療の評価を５病院共同で行います。

○ 慢性心不全の予防、治療に関わる関係者の資質の向上と連携の強化に努めます。

糖尿病

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年４月現在、糖尿病専門外来が 13 医療機関に開設されています。インス

リン導入や血糖コントロール不可例などに対する教育入院を 17病院で行っています3。

○ 2017（平成 29）年４月現在、県立中央病院、富山大学附属病院、富山赤十字病院、富山

市民病院、かみいち総合病院、済生会富山病院が糖尿病に関する人材育成を担う認定教育

施設となっています 3。

○ 糖尿病を原因とする腎疾患による人工透析患者が増加傾向にあり、糖尿病の重症化を予

防する必要があります。

○ 重症化予防対策には、保険者や医療機関等が連携し、治療中断者や未治療者を減らす必

要があります。

〔施策の方向〕

○ 市町村、事業所、医療保険者等と協力し、正しい知識の普及や生活習慣の見直しなど糖

尿病予防や早期の受診勧奨、治療中断防止に努めます。

                        
3 富山県糖尿病医療資源調査（2017<平成 29>年度）
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○ 病期、病状に応じた医療提供体制を整えるために、「糖尿病重症化予防対策マニュアル」

及び「糖尿病診療用指針 2014－2015」により糖尿病専門医と糖尿病非専門医との連携、医

療機関と市町村保健センターなどとの連携を図ります。

○ 2017（平成 29）年３月に策定された「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」により、糖

尿病未治療者、治療中断者のうち糖尿病性腎症の可能性の高い者に対し、関係機関の連携

をさらに推進し、透析療法への移行を防止します。

○ 研修会の開催などを通じて、糖尿病の予防、治療に関わる関係者の資質の向上と連携の

強化に努めます。

○ 歯周病が糖尿病を悪化させる要因の一つであることから、歯周病予防や治療について普

及啓発に努めるとともに、糖尿病の診療における医師と歯科医師の連携を強化します。

精神疾患

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年３月現在、精神疾患による通院患者は 5,547 人であり、そのうち統合

失調症が約 40％を占めています（自立支援医療費 精神医療支給認定者数）。患者を支えて

いる家族の高齢化が懸念されます。

○ うつの軽症者は内科等のかかりつけ医を受診することが多く、かかりつけ医と精神科医

の連携を図る必要があります。その連携を促進するためにＧＰ連携会議が開催され、富山

市では 2012（平成 24）年度から「かかりつけ医と精神科医の連携に関するマニュアル」に

より、相談、紹介、研修会の体制が整えられています。また、厚生センター管内において

も同マニュアルを活用して、圏域全体として同一の体制で連携を図っています。

○ 統合失調症で、高齢の長期入院患者が多く、地域移行が進んでいません。

○ 高齢化の進展に伴い認知症高齢者が増加しています。

○ 谷野呉山病院に、認知症の専門医療相談等を行う認知症疾患医療センターが設置されて

います。

○ 病院群輪番制病院と基幹病院である県立中央病院が精神科の救急医療体制を支えていま

す。

○ 県立中央病院、富山大学附属病院、富山市民病院、厚生連滑川病院、かみいち総合病院

などの総合病院精神科では、身体疾患を合併する患者の治療が行われています。

〔施策の方向〕

○ 住民や企業、関係機関等を対象に、心の健康づくりや精神保健福祉施策に関する普及啓

発に努めます。

○ 地域精神保健福祉推進協議会などにより関係機関や関係団体等と連携を図り、精神障害

者やその疾患に対する理解を深める働きかけを行います。

○ 患者本人や家族からの相談に適切に対応するとともに、病状等に応じた医療が提供され

るよう支援します。

○ うつの早期発見・早期治療を図るため、「かかりつけ医と精神科医の連携に関するマニュ

アル」に基づき、うつ診療の連携を図ります。

○ 長期入院患者の地域移行・地域定着を推進するため、地域で支える医療や福祉サービス
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とのさらなる連携を図ります。

○ 認知症の人が、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、認知症初期集中支

援チーム等により、早期から医療と介護等が連携しながら、必要な医療や介護サービスが

総合的に提供されるよう支援します。また、若年性認知症の人やその家族を支援するため、

関係者のネットワーク構築に努めます。

○ 精神疾患の相談、治療、福祉サービスに関わる関係者の資質の向上と連携の強化に努め

ます。

その他

〔現状と課題〕

○ 富山大学附属病院が、特定機能病院として承認されています。

○ 県立中央病院、富山市民病院、富山赤十字病院が、地域医療支援病院として承認されて

います。

○ 開放病床が、かみいち総合病院に５床、県立中央病院に 10 床、富山市民病院に 30 床、

富山逓信病院に５床、富山赤十字病院に 14床設置されています。

○ 地域医療連携室など地域医療連携を推進する窓口が、多くの病院に設置されています。

○ 第一種感染症指定医療機関（感染症病床を有する指定医療機関）に県立中央病院、第二

種感染症指定医療機関（感染症病床を有する指定医療機関）に富山市民病院が指定されて

います。

○ 第二種感染症指定医療機関（結核病床を有する指定医療機関）に県立中央病院と国立病

院機構富山病院が指定されています。

○ へき地医療拠点病院にかみいち総合病院が指定されており、無医地区への巡回診療等を

行っています。

〔施策の方向〕

○ 医療体制上必要ではあるが、不採算等で民間では実施が困難な医療（政策医療）は、同

じ政策医療の機能を有する病院が相互に連携を図りながら、医療サービス提供体制を確保

していきます。

（２）救急医療

〔現状と課題〕

○ 圏域内の救急医療体制は、初期救急として郡市医師会・歯科医師会による在宅当番医制

や富山市・医師会急患センター、富山県歯科保健医療総合センターが対応しています。第

二次救急は７公的病院（富山市民病院、富山赤十字病院、県立中央病院、済生会富山病院、

厚生連滑川病院、かみいち総合病院、富山大学附属病院）による病院群輪番制を実施して

います。第三次救急は救命救急センターに指定されている県立中央病院が、重症度の極め

て高い患者を24時間体制で受け入れています。この他に救急告示医療施設として、15病院、

２診療所があります。このように、圏域内の救急医療体制は整備が進んでいますが、軽症

者を含めて患者が公的病院等に集中する傾向にあります。

○ 富山市・医師会急患センターは、2011（平成 23）年 10月から富山市民病院に隣接して移
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転開設し、内科、小児科、外科に加えて、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科の診療を行って

います。富山市民病院の検査機器を共同利用するなどの連携を図り、初期救急機能が充実

しています。

○ 2015（平成 27）年の圏域内における救急搬送出場件数は 18,965 件、搬送人員は 17,975

人となっています4。また、2016（平成 28）年４月１日現在の救急救命士は 115 人で各市町

消防署に配置されています 4。

〔施策の方向〕

○ 今後とも初期、第二次、第三次救急医療体制を維持し、救急医療施設の充実を図るとと

もに、住民に対してタイムリーな救急医療機関情報の提供に努めます。

○ 厚生センター・市町村の保健事業等を活用して、傷病の程度に応じた医療機関の適正な

利用方法について住民に理解と協力を求めるなど、初期、第二次、第三次救急医療体制の

仕組みについて普及啓発に努めます。

○ 「かかりつけ医」機能の一層の充実と普及定着を推進し、初期救急については、富山市・

医師会急患センターと在宅当番医制の活用を促進します。

○ 病院に搬送される前の救護体制の充実のため、今後とも非医療従事者のＡＥＤ(自動体外

式除細動器)の使用等に関して、住民に対する普及啓発に努めます。

（３）災害医療

〔現状と課題〕

○ 県立中央病院と富山大学附属病院が基幹災害拠点病院に、富山市民病院と富山赤十字病

院が地域災害拠点病院に指定されています。これらの４病院はＤＭＡＴ指定病院となって

います。

○ 災害拠点病院やＤＭＡＴの機能強化が必要です。

○ 市町村の災害対策本部は、医療救護所を開設し、近隣地域から派遣されたＪＭＡＴなど

の医療救護班等と協力しながら、発災直後から数週間以上にわたる中長期災害医療やメン

タルヘルス、公衆衛生対策を実施することとなっています。

○ 平時より災害医療関係者等の連携を推進するため、2013（平成 25）年に、富山地域災害

医療連携会議を設置し協議を進めてきましたが、災害拠点病院や医師会、歯科医師会、看

護協会、薬剤師会、行政等関係機関、関係団体との連携体制のさらなる強化を図る必要が

あります。

〔施策の方向〕

○ 災害拠点病院やＤＭＡＴの機能強化を図るために支援を行います。

○ 富山地域が被災した場合は、災害拠点病院が中心となり、済生会富山病院、かみいち総

合病院、厚生連滑川病院などの公的病院、県内外のＤＭＡＴ等と協力しながら、急性期災

害医療を担う体制を整備します。

○ 災害時において、避難所における感染症予防やメンタルヘルスケアの充実を図るととも

                        
4 県消防課 防災・危機管理課「平成27年版 富山県消防防災年報」
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に、被災地外から参集する医療救護班等の配置調整、情報の提供を行うなど、コーディネ

ート機能が発揮できるよう、富山地域災害医療連携会議を基盤にした体制の整備を行いま

す。また、平常時から、関係機関や関係団体等との情報交換を定期的に実施するなど、災

害を念頭においた連携体制の強化に努めます。

○ 各種研修会や訓練等の開催や参加を通じて、関係職員の災害発生時における迅速かつ適

切な対応や医療救護活動の体制整備の充実を図ります。

（４）周産期・小児医療

〔現状と課題〕

○ 2015（平成 27）年４月現在、分娩を取り扱う医療機関は 10施設（病院７施設、診療所３

施設）あり、2015（平成 27）年には年間3,226 件5の正常分娩があります。

○ 富山大学附属病院では、2006（平成 18）年４月から産科オープンシステムを運用してい

ます。

○ 周産期における高度専門的な医療を提供する拠点として、県立中央病院に総合周産期母

子医療センターが、富山市民病院と富山大学附属病院に地域周産期母子医療センターが、

富山赤十字病院に周産期母子医療センター連携病院が設置されています。

○ 新生児集中治療管理病床（ＮＩＣＵ）が 24 床（県立中央病院 12 床、富山大学附属病院

12床）、母体・胎児集中治療病床（ＭＦＩＣＵ）が９床（県立中央病院６床、富山大学附属

病院３床）設置されています。

○ 近年、精神疾患の合併等、支援が必要な妊産婦が増加傾向にあります。

○ 医療的ニーズの高い重度心身障害児の入所支援として、富山県リハビリテーション病

院・こども支援センターに療養介護病棟 30床を整備中です。

○ 2011（平成 23）年 10 月に開設された富山市・医師会急患センターの小児科では、毎年約

15,000 人の受診があります。

○ 2016（平成 28）年度に富山医療圏の第二次・第三次救急病院を利用した小児患者のうち、

約７割は入院を必要としていない状況です6。

〔施策の方向〕

○ 将来、親になる世代への啓発を充実するなど安全で安心な妊娠、出産、子育てを支援す

る体制を関係機関と協力して整えるよう努めます。

○ 精神疾患の合併等を含むハイリスク妊産婦や乳幼児への支援、児童虐待の防止などのた

め、周産期地域連携ネットワーク事業等を通じて、医療機関と行政との連携強化を図ると

ともに、関係者の資質の向上に努めます。

○ ＮＩＣＵに長期に入院している特別なケアを必要とする児及びその家族にとって望まし

い療養・療育環境や在宅での支援体制について、関係機関と協議のうえ整備に努めます。

○ 小児の急病に対応するため、初期救急医療の体制を引き続き整備するとともに、母子健

康手帳の交付や乳幼児健康診査などの機会を通じて第二次救急病院などの適切な利用に関

                        
5 医療機能情報報告
6 県医務課調べ
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する啓発を行います。

○ 小児救急医療の確保と充実を図るため、郡市医師会の協力を得て、多様な小児救急患者

に対応するための研修を行います。

○ 災害時小児周産期リエゾンの養成等、災害時の体制整備に努めます。

（５）在宅医療

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年４月現在、圏域には、在宅療養支援病院が４施設、在宅療養支援診療

所が 35施設あります 1。

○ 2015（平成 27）年度に訪問診療を受けた患者は、人口 10万人当たり 4,166.6 人（全国：

5,720.4人、県：4749.7 人）、往診を受けた患者は837.3 人（全国： 1353.9 人、県： 1024.1

人）でいずれも全国、県より少ない状況です 2。

○ 郡市医師会を中心に関係機関による在宅医療を推進する協議の場として、とやま在宅協

議会、滑川在宅医療推進協議会、たてやまつるぎ在宅ネットワークなどが設けられていま

す。

○ 富山市医師会・滑川市医師会・中新川郡医師会には、在宅医療支援センターが設置され

ています。

○ かみいち総合病院では、2016（平成 28）年 10月に在宅医療連携館を設置し、在宅医療の

支援を行っています。

○ 複数の在宅主治医がグループを構成して在宅療養者の診療にあたるチームづくりが行わ

れています。

○ 介護家族等の急病で介護できないときなど、在宅療養者が一時入院できる病床を温泉リ

ハビリテーションいま泉病院に１床確保しています。

○ 2014（平成 26）年度、入退院時における連携のルールや情報共有ツールを掲載した、医

療・介護ネットワーク推進のための手引きを作成し、病院と地域の連携を推進しています。

〔施策の方向〕

○ 病診連携や開業医同士がチームで在宅療養者を支援する体制など関係者の連携を促進し

在宅医療を推進します。

○ 医療機関や訪問看護ステーション、薬局、居宅介護支援事業所などの関係機関が在宅医

療を提供するためのネットワーク構築に努めます。

○ 在宅医療の連携拠点となる在宅医療支援センターが効果的に運営されるよう支援します。

○ とやま在宅協議会、滑川在宅医療推進協議会、たてやまつるぎ在宅ネットワークなどの

組織を通じて多職種及び関係機関の連携を促進します。

○ 関係団体と協力して在宅医療に関わる訪問看護ステーションや介護支援事業所などの関

係者の資質の向上に努めます。

○ 市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事業）を支援します。
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３ 医療・保健・福祉等の地域連携

（１）医療と保健、福祉の連携

〔現状と課題〕

○ 圏域内の医療機関においては、健康診査や予防接種事業等の受託や健康相談、感染症情

報の提供など保健センターや厚生センターにおける様々な事業への協力、患者紹介や情報

連絡等を通じて保健・福祉施設との連携が図られています。

○ 2017（平成 29）年 10月１日現在、圏域内には居宅介護支援事業所が 180 か所登録されて

います。

○ 介護保険制度開始以後、要介護認定者数は増加しており、病院や診療所の訪問看護や訪

問看護ステーションの利用が増加しています。

○ 圏域内の各介護保険者や地域包括支援センターでは介護支援専門員やサービス提供事業

所に対して、ケアプラン指導を実施しています。また、介護支援専門員の資質向上のため

に処遇困難事例を中心にした事例検討会の開催や、医療機関と介護支援専門員をつなぐた

めの情報提供を行っています。

○ 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）等で在宅生活が可能な患者が増加していることから、厚

生センターと保健所では、医療・保健・福祉関係機関（者）からなる難病ケア連絡協議会

において在宅での生活を支援するための基盤整備に努めています。また、関係者の技術研

修や専門医と家庭医の連絡調整等の支援を通じて、患者を中心とする在宅におけるケアネ

ットワークの構築に努めています。

○ 厚生センターでは、精神科医、市町村及び関係者からなる地域精神保健福祉担当者推進

連絡会を開催し、地域住民の精神保健福祉に関する理解と関心を深めるとともに、関係者

の資質の向上を目的として、交流事業や研修会、事例検討会等を行っています。

○ 障害者自立支援協議会を設置し、保健･医療･福祉･教育･就労等に係る各種サービスの提

供について調整するとともに、関係者の連携が促進されるよう努めています。

〔施策の方向〕

○ 「富山圏域地域リハビリテーション連携指針」に基づき、２か所の地域リハビリテーシ

ョン広域支援センターを中核として、保健・医療・福祉関係機関との連携を推進します。

○ 難病ケア連絡会や障害者自立支援協議会等を通じ、保健・医療・福祉関係機関等との連

携を図り、住み慣れた地域での生活を基盤とした支援体制の推進に努めます。

（２）関係団体・ボランティアとの連携、情報の提供

〔現状と課題〕

○ 健康づくりボランティア（食生活改善推進員、ヘルスボランティア、（母子）保健推進員

等）は市町村単位で協議会が組織され、各種の保健福祉事業に参加・協力し、自主的な活

動を展開しています。また、市町村の健康づくりにおいては、各種団体の参加を得て、事

業の計画策定や事業の実践が進められています。

○ 地域住民と地域の保健、医療、福祉関係者（保健師、かかりつけ医、ホームヘルパー、

障害者、相談員等）が一体となった地域総合福祉推進事業（ケアネット 21）を展開し、高
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齢者や障害児（者）等が安心して生活できる環境づくりを進めています。

○ 厚生センターと保健所から委嘱や依頼を受けたメンタルヘルスサポーターは、障害者支

援施設等におけるボランティア活動や厚生センター等の事業に積極的に参加しています。

○ 厚生センターで養成した難病ボランティアの自主的な活動や難病患者友の会の取り組み

を支援しています。

○ 厚生センターでは、ホームページ等を通じて、医療連携体制や医療機能に関する情報を

提供しています。

〔施策の方向〕

○ 障害者の地域でのＱＯＬ向上を側面から支援するため、各種の健康づくりボランティア

の養成と育成を推進します。

○ 市町村においては、地域社会のつながりを重視し、地域が抱える福祉課題を自主的に解

決するしくみづくりを支援します。

○ 厚生センターや保健所の運営協議会、富山地域医療推進対策協議会、市町村の健康づく

り推進協議会、各種の保健・福祉事業等を通じて、関係団体やボランティア相互の連携を

推進します。

○ 厚生センターでは、今後とも、ホームページや各種の事業を通じて、医療連携体制や医

療機能に関する情報をわかりやすく提供します。
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第３節 高岡医療圏地域医療計画

１ 医療圏の概況

（１）地域の環境、人口及び人口動態

○ 高岡医療圏は県西部に位置し高岡市、氷見市、射

水市で構成され、圏域の総面積は 549.56km2 と県の

約 13％を占めています。

○ 東は富山医療圏、西は石川県、南は砺波医療圏、

北部は日本海側の富山湾に面し、海・川等の自然環

境に恵まれた地域です。圏域内の歴史は古く、越中

文化発祥の地であり、城下町として商工業が発展し

た地域、漁業が盛んな地域やベッドタウンとして発

展した地域等があります。

○ 2016(平成 28)年 10 月１日現在の圏域の人口は

310,880人で、県人口の29.3％を占めます。また、65歳以上の老年人口割合は32.3％であ

り、県平均（31.1％）を上回っています。2016（平成 28）年の出生数は 2,084 人、出生率

（人口千対）は 6.7（県：7.0）で、県平均を下回っています。また、死亡率（人口千対）

は 12.7（県：12.3）で県平均を上回っています。

（２）医療機関、保健福祉関係施設

○ 2016（平成 28）年 10 月 1 日現在、圏域内には、病院 27 施設、一般診療所 221 施設（有

床 18 施設、無床 203施設）、歯科診療所 134 施設があります。

○ 2016(平成 28)年病院報告では、圏域内医療機関の１日平均患者数は外来 3,799 人、入院

3,188 人、また病院の病床利用率は 80.9％、平均在院日数は 28.6 日です。

医療機関の数 病院病床数

○ 保健施設として、保健センター（類似施設含む）がすべての市に、厚生センターの本

所が高岡市に、支所が射水市と氷見市に設置されています。なお、障害者・高齢者福祉

施設等は、次のとおりです。

区 分 病床数

一 般 2,155

療 養 873

精 神 862

結 核   21

感染症   6

区 分
医 療

機関数
摘 要

病 院 27
一般  20
精神科 7

一 般
診療所

221
有床   18
無床   203

歯 科
診療所

134
有床  1
無床 133

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成28>年10月1日現在）

」

厚生労働省「医療施設調査」
（2016<平成28>年10月1日現在）

射水支所

高岡市 射水市

高岡厚生センター

氷見支所

氷見市

高岡医療圏

射水支所

高岡市 射水市

高岡厚生センター

氷見支所

氷見市

高岡医療圏高岡医療圏
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障害福祉サービス事業所等 高齢者福祉施設等

（３）医療従事者

○ 2014(平成 26)年 12月末現在、圏域内の医師数は 635 人、人口10 万人当たり 203.5 人と、

県平均、全国平均を下回っています。また、歯科医師数は184 人、人口 10万人当たり 58.9

人と、県平均を上回っているものの、全国平均を下回っています。薬剤師数は 688 人、人

口 10 万人当たり 220.5 人と、県平均、全国平均を下回っています。

○ 2016(平成 28)年 12 月末現在、圏域内の看護職の就業者数は 4,289 人、人口 10 万人当た

り 1379.1 人と、県平均を下回っています。種別では保健師 144 人、助産師 87 人、看護師

3,147 人、准看護師 911人となっています。

○ 2014(平成 26)年 10月１日現在、圏域内の医療機関におけるリハビリテーション従事者数

は、理学療法士は、人口 10 万人当たり 37.1 人、作業療法士は 21.7 人、言語聴覚士は 5.6

人と、県平均、全国平均を下回っています。

日中

活動

の場

生活介護 24

自立（生活）訓練 4

就労移行支援 7

就労継続支援Ａ型 18

就労継続支援Ｂ型 25

地域活動支援センターⅠ型 3

地域活動支援センターⅡ型 1

地域活動支援センターⅢ型 2

住 ま い

の場
共同生活援助 10

相談

指定一般相談支援事業 8

指定特定相談支援事業 28

指定障害児相談支援事業 18 

入所

施設

特別養護老人ホーム

（地域密着型含む）
35

介護老人保健施設 13

介護療養型医療施設 5

軽費老人ホーム

（ケアハウス）
6

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）
57

相談

居宅介護支援事業所 104

地域包括支援センター 17

在宅介護支援センター 7

その他 訪問看護ステーション 21

県障害福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）

県高齢福祉課調べ

（2017<平成 29>年 10 月１日現在）
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    医師・歯科医師等           リハビリテーション関係従事者

       （常勤換算数）

                                        

                  

区 分 人 数
人口 10万対

（高岡） （県） (全国)

医  師 635 203.5 248.2 244.9

歯科医師 184 58.9 56.4 81.8

薬 剤 師 688 220.5 265.7 226.7

看 護 職 4,289 1,379.1 1,564.7 1228.7

内

訳

保健師 144 46.3 58.4 40.4

助産師 87 28.0 38.1 28.2

看護師 3,147 1,011.9 1,156.6 905.5

准看護師 911 292.9 311.6 254.6

区 分 人 数
人口 10万対

(高岡) （県） (全国)

理学療法士 116.2 37.2 49.0 60.7

作業療法士 67.8 21.7 31.2 33.2

言語聴覚士 17.4 5.6 9.3 11.2

視能訓練士 34.1 10.9 8.1 6.1

区 分 人 数

歯科衛生士 302.6

歯科技工士 57.7

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
富山県「看護職員業務従事者届」
人口 10万対は県医務課計算
（2016<平成 28>年 12 月 31日現在）
※看護職の全国の値は、厚生労働省「平成28 年衛生行
政報告例」

厚生労働省「病院報告」、「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1日現在）

歯科関係従事者
（常勤換算数）

厚生労働省「病院報告」、「医療施設調査」
（2014<平成 26>年 10 月 1 日現在）
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２ 医療

（１）医療機能の分担と連携

がん

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年９月現在、圏域において禁煙外来を行っている医療機関数は、53施設

(病院 11、診療所 42)あり1、2015（平成 27）年の禁煙外来での治療件数（ニコチン依存症

の診療報酬の算定件数）は、1,341 件、人口 10万人当たり 417.7件（県：381.4 件、全国：

406.7 件）と、県、全国より多くなっています2。

○ 国指定の地域がん診療連携拠点病院として、厚生連高岡病院と高岡市民病院が、県指定

の地域がん診療連携拠点病院として、富山県済生会高岡病院が指定されており、がん情報

の収集・発信や医療従事者等を対象とした研修会の開催など、がん治療の均てん化を推進

する中心的な役割を担っています。

○ 2014（平成 26）年現在、外来化学療法を実施している医療機関は８施設（病院６施設、

診療所２施設）あり3、2014 年（平成 26）年９月の実施件数は、人口 10 万人当たり、病院

222.6 件・診療所 37.3 件（県：228.1 件・15.6 件、全国：169.9件・6.2 件）と、全国より

多くなっています 2。

○ 2016（平成 28）年、がん治療認定医数は 20人、人口 10 万人当たり 6.4 人（県:11.6 人、

全国:11.6 人）と、県、全国より少なくなっています4。

○ 2017（平成 29）年８月現在、がん分野の認定看護師数は 22 人、人口 10 万人当たり 6.9

人（県：8.5 人、全国：4.0人）と、全国より多く、緩和ケア認定看護師が最も多くなって

います5。

○ 2015（平成 27）年の地域連携クリティカルパスに基づく診療提供の実施件数は、人口 10

万人当たり 287.8 件（県：165.5 件、全国 73.0～73.3 件）と、県、全国より多くなってい

ます 2。

○ 2017(平成 29)年現在、緩和ケア病棟は、高岡市民病院（20床）、厚生連高岡病院（16床）

に設置されており、富山県済生会高岡病院、真生会富山病院を加えた４病院で緩和ケアチ

ームによる医療が行われています。

○ 2007（平成 19）年度から「高岡医療圏在宅・緩和医療懇話会」が開催され、多職種連携

による在宅がん緩和ケアの推進が図られており、2016（平成 28）年３月末時点の末期がん

患者に対して在宅医療を提供する医療機関数は 17 施設あります 2。

〔施策の方向〕

○ 禁煙指導を行う医療機関について住民へ啓発し、禁煙を希望する者の禁煙支援を推進す

るとともに、医療機関、公共施設等における施設内禁煙、集会所や飲食店などにおいても

                        
1 診療報酬施設基準
2 がんの医療体制構築に係る現状把握のための指標
3 医療施設調査
4 日本がん治療認定医機構
5 日本看護協会ホームページ
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受動喫煙防止の取組みを推進します。

○ 地域がん診療連携拠点病院を核として、診療所、歯科診療所、訪問看護ステーション、

薬局などの連携を強化し、患者の病態に応じた最適な治療の提供、療養生活支援、服薬管

理指導などの質の高い医療の提供を推進します。

○ ５大がんの県内統一の地域連携クリティカルパスや、在宅緩和ケア地域連携クリティカ

ルパスの円滑な運用を支援し、切れ目のない患者支援の推進に努めます。中でも、再発、

末期がん、高齢のがん患者等の治療に関して地域連携パスを活用した病診連携を推進しま

す。

○ がんとわかった時からの緩和ケアについて、住民、医療従事者、介護関係者等へ啓発し

ます。また、緩和ケアチーム、がん治療認定医、がん分野認定看護師、在宅医療関係者等

とともに、患者と家族の身体的、精神的な苦痛や社会生活上の不安を緩和し、患者の療養

生活の質の維持向上を推進します。

○ がん患者等の療養にかかる意思決定支援（アドバンスケアプランニング）の充実を図る

ため、医療・介護関係者への研修会を開催します。

脳卒中

〔現状と課題〕

○ 2016（平成 28）年１月現在、血栓溶解療法等の専門的診療が可能な病院は、厚生連高岡

病院、高岡市民病院、富山県済生会高岡病院、金沢医科大学氷見市民病院の４病院があり

ます6。2015（平成 27）年度の血栓溶解療法実施件数は、人口 10 万人当たり 4.7 件（県：

7.5 件、全国 9.7～10.1件）と、県、全国より少なくなっています 7。

○ 2014（平成 26）年 12月末時点の脳神経外科医師数は、12人、人口 10万人当たり 3.7 人

（県：5.8 人、全国 5.6人）、また、神経内科医師数は、８人、人口 10万人当たり 2.5 人（県：

2.6 人、全国：3.6 人）と、いずれも県、全国より少なくなっており7、医師の確保が必要で

す。

○ 2016（平成 28）年３月現在、脳血管疾患等リハビリテーションが可能な医療機関数は、

16機関、人口 10万人当たり 5.0機関（県：6.4機関、全国 5.9機関）と、県、全国より少

なくなっています 7。

○ 2017（平成 29）年５月時点の回復期リハビリテーション病床は、89床あるほか、一般病

床から地域包括ケア病床への転換が進み、2017（平成 29）年５月末で、301 床の地域包括

ケア病床があります 1。

○ 2014（平成 26）年の管内の脳血管疾患の退院患者平均在院日数は、116.4 日（県： 91.2

日、全国：89.5 日）と、県、全国より長くなっています 7。

○ 在宅等の生活の場に復帰した患者の割合は、53.8％（県：58.9％、全国：52.7％）とな

っています 7。

○ 高岡市民病院が高岡地域リハビリテーション広域支援センターに指定されており、リハ

ビリ従事者の資質向上、住民への普及啓発を実施しています。

                        
6 診療報酬施設基準等
7 脳卒中の医療体制構築に係る現状把握のための指標
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○ 2010（平成 22）年度から地域連携クリティカルパスが運用され、高岡市民病院、厚生連

高岡病院、富山県済生会高岡病院、真生会富山病院の４病院が計画病院として、回復期機

関、維持期機関とともに地域連携パス連絡会を開催しています。

〔施策の方向〕

○ 脳卒中が疑われる症状が出現した場合は、出現時刻を把握し、速やかに救急車を要請す

るよう、住民への啓発を行います。

○ 急性期病院における t-PAによる血栓溶解療法の実施状況を把握し、適応患者への適切な

実施を推進します。

○ 急性期治療の早期から、歯科医師、言語聴覚士、栄養士等の連携により、適切な口腔ケ

アや栄養管理、摂食嚥下リハビリテーション等を行い、誤嚥性肺炎等の合併症の予防に努

めます。

○ 患者、家族や住民に対してリハビリテーションに関する正しい知識の普及啓発に努め、

地域連携クリティカルパスを効果的に運用し、急性期から回復期、維持期への円滑な移行

を推進します。

○ 急性期病院から回復期、慢性期病院への転院（医療機能の分化と連携）により、状態に

応じた切れ目ない医療を受けられることを、患者、家族や住民への啓発を推進します。

○ 高岡地域医療構想調整会議等において、医療機関相互の協議を踏まえ、地域医療介護総

合確保基金の活用等を図り、一般病床、療養病床から回復期リハビリテーション病床や地

域包括ケア病床への転換を支援します。

○ 高岡地域リハビリテーション広域支援センターの事業や高岡圏域地域リハビリテーショ

ン連絡協議会等を通して、リハビリテーション従事者の資質の向上、連携強化に努めます。

心筋梗塞等の心血管疾患

〔現状と課題〕

○ 急性期の治療は、厚生連高岡病院、高岡市民病院、富山県済生会高岡病院，射水市民病

院、金沢医科大学氷見市民病院の５か所の公的病院が担っています。

○ 2014（平成 26）年 12 月現在、主たる診療科を「循環器内科」とする医師数は、27 人、

人口 10 万人当たり 8.4 人（県：7.9 人、全国 9.4 人）と、全国より少なくなっています8。

一方、主たる診療科を「心臓血管外科」としている医師数は８人、人口 10 万人当たり 2.5

人（県：2.7人、全国2.4 人）と、県、全国と同程度です 8。

○ 2015（平成 27）年度の急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈インターベンションの実施件

数は、人口 10万人当たり 154.5 件（県：136.7 件、全国：171.5 件）となっています 8。

○ 2015（平成 27）年度の心筋梗塞に対する冠動脈再開通件数は、人口 10 万人当たり 28.0

件（県：32.6件、全国 34.6 件）、うち来院後 90分以内の冠動脈再開通割合は、68.9％とな

っています 8。

○ 2016（平成 28）年３月現在、圏域内で心疾患リハビリテーションを実施している医療機

関は、９施設、人口 10 万人当たり 2.8 施設（県：1.8 施設、全国：0.9 施設）と、県、全

                        
8 心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る現状把握のための指標
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国より多くなっています 8。

○ 2015（平成 27）年度の心血管疾患リハビリテーション実施件数（心大血管リハビリテー

ション）は、人口 10万人当たり 380.4 件（県：303.3 件、全国：259.2～259.3 件）と、県、

全国より多くなっています 8。

〔施策の方向〕

○ 心筋梗塞が疑われる症状が出現した場合は、速やかに救急車を要請することや、徒歩や

自家用車等による来院を減らすよう、住民、医療関係者への啓発を推進します。

○ 引き続き、心臓リハビリテーションが必要な患者へ、運動療法、危険因子の管理を含む

疾患プログラムとしての心血管疾患リハビリテーションを推進します。

○ 地域連携クリティカルパスの円滑な運用を支援し、切れ目のない患者支援の推進に努め

ます。

○ 慢性心不全患者が、安心して在宅で療養できるよう、増悪時の対応や看取りについて、

住民に啓発し、地域医療、介護、救急医療の円滑な連携を推進します。

糖尿病

〔現状と課題〕

○ 2014（平成 26）年 12 月現在、糖尿病内科（代謝内科）の医師数は、８名、人口 10 万人

当たり 2.5(県：3.6、全国 3.5)と、県、全国より少なくなっています9。

○ 2016（平成 28）年現在の歯周病専門医の在籍する医療機関数は、人口 10万人当たり 0.3

（県：0.6、全国 0.6）と、県、全国より少なくなっています10。

○ 2017（平成 29）年４月現在、教育入院は９病院で行われており、血糖コントロール不良

者に相当する患者に対する治療や急性合併症に対応しています11。

○ 糖尿病治療中であっても、HbA1cの値が高い者の割合は県を上回っており、増加傾向にあ

ります。

○ 糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症による身体障害者手帳所持者数が増加しています。

○ 新規人工透析患者のうち、糖尿病性腎症を原疾患としている者の半数以上が新規人工透

析患者となっています。

○ 高齢者の透析患者も増加しており、医療と介護が連携した高齢者のサポート体制が必要

です。

○ 2017（平成 29）年度から、医療保険者と地域保健が連携して糖尿病重症化予防事業に取

り組んでいます。

〔施策の方向〕

○ 糖尿病専門医や市医師会、市町村と協力して、講演会や相談会等により、糖尿病予防の   

ために望ましい生活習慣について啓発するとともに、糖尿病治療の早期から、良好な血糖

                        
9  糖尿病の医療体制構築に係る現状把握のための指標
10 日本歯周病学会
11 富山県糖尿病医療資源調査（2017<平成 29>年度）
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コントロールを目指した、生活習慣指導、疾患管理、治療薬の選択について専門医等に相

談できるよう普及啓発を推進します。

○ 医療保険者、事業所、病院、医師会、調剤薬局等と協力して、企業の管理者等の健康意

識の醸成を推進するとともに、働く世代の健康診断の受診勧奨、受診勧奨者の適切な受診

のほか、糖尿病の治療を受けている従業員が受診、治療継続しやすい体制づくりを推進し

ます。

○ 独居高齢者等、食事・栄養の管理や服薬管理等が困難な糖尿病患者が増加するなか、糖

尿病治療、療養に係る関係者への連絡会や研修等を通して、多職種関係者の連携を推進し、

患者への支援の充実を図ります。

○ 糖尿病腎症や糖尿病網膜症など、合併症の専門治療や歯周病治療を行えるよう、かかり

つけ医や専門医、かかりつけ歯科医師等との連携を推進します。

○ 糖尿病重症化予防対策マニュアルや糖尿病診療用指針、地域連携クリティカルパス等を

活用し、かかりつけ医、糖尿病専門医、腎臓専門医や眼科医、歯科医、医療保険者等との

連携を推進します。

精神疾患

〔現状と課題〕

○ 精神疾患では、統合失調症患者が最も多く、長期入院患者の地域移行がなかなか進まな

いという課題があります。

○ 圏域の 2016（平成 28）年の自殺による死亡者数は、人口 10万人当たり男 25.9 人、女 7.0

人（県：男 25.6 人、女 10.4 人、全国：男 24.1人、女 9.9人）となっています12。

○ 2014（平成 26）年の精神及び行動障害退院患者平均在院日数は、399.6 日（県：243.8日、

全国 295.1日）と、長くなっています13。

○ 2014（平成 26）年 10 月現在、精神科を標榜する病院は、11 機関、人口 10 万人当たり、

3.4 機関（県：3.7 機関、全国：2.1 機関）、診療所は、６機関、人口 10 万人当たり 1.9 機

関（県：1.4機関、全国：2.5機関）となっています 3。

○ 2017（平成 29）年 10 月１日、高岡市民病院に「認知症疾患医療センター」が設置され、

認知症にかかる相談や鑑別診断のほか、精神科病院と連携して認知症患者の治療を行って

います。

○ 2015（平成 27）年から、かかりつけ医から精神科医への紹介システムを運用しています。

○ アルコール依存症患者の治療において、離脱症状に対応し、依存症治療専門プログラム

を提供できる医療体制の充実が必要です。

○ 1974（昭和 49）年に高岡地域精神保健研究会が発足し、地域医療福祉関係者が事例検討

会や研修会を開催しています。

〔施策の方向〕

○ 心の健康づくりや精神疾患、認知症の疾患理解、対応や治療等についての普及啓発に努

                        
12 厚生労働省「人口動態統計」（2016<平成 28>年）
13 患者調査
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め、地域の理解者が増えるように働きかけます。

○ 地域移行・地域定着を支援するため、関係者の連絡会や研修会を継続実施し、病院が実

施する地域移行の取組みの推進及び病院と地域の連携強化等さらなる体制整備に努めます。

○ 新規入院患者の長期化を防ぐため、医療機関における退院支援委員会等を通じた地域支

援関係者との連携強化や患者・家族への情報提供が推進されるよう努めます。

○ 医師会、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等と認知症疾患医療センターとの

連携を推進し、センターの充実に努めます。

○ 地域で生活する患者やその家族等が、安心して自分らしい生活ができるよう、高岡地域

精神保健研究会等を通して、保健・医療・福祉・介護等との重層的な連携を推進し、精神

障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に努めます。

○ 統合失調症、うつ病をはじめとする精神疾患や認知症の早期発見、病状等に応じた適切

な医療が提供されるよう、連絡会や研修会を継続し、かかりつけ医から精神科医への紹介

システムをさらに啓発し、一般医と精神科医の連携推進に努めます。

○ 精神科医療が必要な患者への身体疾患の治療について、一般医と精神科医の連携による

診療を推進します。

○ 症状が悪化した場合や緊急対応が必要な場合に安心して相談や医療が受けられるよう、

精神科救急医療体制の円滑な運用に努めます。

その他

〔現状と課題〕

○ 厚生連高岡病院、高岡市民病院、富山県済生会高岡病院、ＪＣＨＯ高岡ふしき病院、射

水市民病院、金沢医科大学氷見市民病院の６つの公的病院が、救急医療などの政策医療を

担っています。

○ 公立・公的病院においては、2025 年に向けた「新公立病院改革プラン」、「公的医療機関

等 2025 プラン」を策定し、圏域内で担う医療提供体制等の方針について定めています。

○ 2013（平成 25）年５月から厚生連高岡病院が地域医療支援病院として承認されています。

○ 開放型病床が、厚生連高岡病院に 10床、高岡市民病院に５床、富山済生会高岡病院６床、

ＪＣＨＯ高岡ふしき病院８床、射水市民病院５床、設置されています。

○ 金沢医科大学氷見市民病院は、へき地医療拠点病院として巡回診療を行っています。

○ 高岡市民病院は、二類感染症患者（結核患者を除く。）等の医療を担う第二種感染症指定

医療機関に指定されています。

○ 圏域内では、かかりつけ医と中核病院等をインターネットで結び、診療や検査の予約を

行う「高岡れんけいネット」が2007（平成 19）年４月から運用されています。2013（平成

25）年には、かかりつけ医が中核病院の診療情報を閲覧可能となる機能を有した地域医療

連携システムが運用されています。

〔施策の方向〕

○ 圏域内の特性や医療資源等を最大限に活用し、医療機能の分担と連携を推進します。

○ 公的病院とかかりつけ医との連携を強化し、開放型病床及び高度医療機器の共同利用等

を推進するとともに、ＩＣＴを活用したネットワークシステムによる診療情報の共有化を
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推進します。

（２） 救急医療

〔現状と課題〕

○ 2015（平成 27）年の圏域内の３市の救急要請から医療機関搬送までに要した平均時間は、

24.7 分～30.5 分で全国平均より短時間となっています14。

○ 2015（平成 27）年の救急搬送患者数は、10,108 人、人口 10 万人当たり 3,168.4 人（平

成 26 年：県：3,435.9人、全国：4,209.0 人）と、県、全国より少なくなっています 14 15。

○ 2017（平成 29）年５月現在、厚生連高岡病院、高岡市民病院、富山県済生会高岡病院、

ＪＣＨＯ高岡ふしき病院、射水市民病院、金沢医科大学氷見市民病院の６機関がドクター

ヘリ受入医療機関となっています。

○ 24 時間体制で重篤な患者に対して高度な治療を行うため、厚生連高岡病院に救命救急セ

ンターが整備されており、2015（平成 27）年の救急患者総数は、10,700 人（救急搬送：3,155

人、ウォークイン：7,545 人）となっています16。

○ ６か所の公的病院が第二次救急の病院群輪番制病院となっています。

○ 2015（平成 27）年の救急搬送受診者の中で入院が必要でなかった割合は 45.1％であり、

県平均(44.2％)と同程度です 14。

○ 初期救急医療は、高岡市が高岡市医師会を中心に、射水市医師会や氷見市医師会等の協

力を得て、高岡市急患医療センターにおいて、小児科、内科、外科の休日・夜間診療を実

施しており、年々増加しています。また、市医師会、市歯科医師会による休日在宅当番医

制も実施しています。

○ 毎年、高岡市医師会主催で、救急医療に関する市民フォーラムが実施され、住民へ普及

啓発を実施しています。

○ 圏域に高岡地域メディカルコントロール協議会が設置され、救命救急士等が行う処置や、

疾患に応じたプロトコール（活動基準）を策定して、適切な傷病者の搬送、医療処置を行

うよう努めています。

〔施策の方向〕

○ 引き続き、医師会が開催する救急医療に関する市民フォーラムに協力し、救急医療体制、

適正受診、救急車の適正利用等の住民への普及啓発に努めます。

○ 救急医療の適正受診を推進するため、救急医療の救急ハンドブックやリーフレット、小

児救急電話（＃８０００）等について住民に普及啓発を行います。

○ 脳卒中や急性心筋梗塞が疑われる場合は、速やかに救急車を要請するよう住民への啓発

に努めます。

○ ＡＥＤ(自動体外式除細動器)の使用法や救急蘇生法に関する啓発に努めます。

○ 高齢夫婦世帯や 65歳以上の単独世帯数が多くなっており、在宅で療養する高齢者も増加

                        
14 富山県消防防災年報
15 消防庁「救急・救助の現状」
16 厚生連高岡病院ホームページ
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するなか、本人や家族等が希望する場所での看取りを推進するため、看取り段階の療養者

の急変時の対応について、住民への啓発に努めます。

○ 救命救急後の合併症、後遺症のある患者が継続した医療を受けられるよう、引き続き、

退院調整・支援の取組みを推進します。

（３）災害医療

〔現状と課題〕

○ 2017（平成 29）年４月現在、高岡市民病院、厚生連高岡病院が地域災害拠点病院に指定

されています。

○ 2016（平成 28）年９月現在、地域災害拠点病院である高岡市民病院、厚生連高岡病院は、

すべての建物が耐震構造になっています。

○ 2016（平成 28）年 10 月現在、災害対応マニュアル（業務継続計画を含まない）を策定し

ている病院は、21病院（77.8％）となっています17。

○ 2016（平成 28）年に広域災害・救急医療情報システム（EMIS）へ登録している病院は、

27病院（100.0％）となっています 17。

○ 2016（平成 28）年３月 30 日現在、ＤＭＡＴは６チームあり、人口 10万人当たり 1.87 チ

ーム（県：1.75 チーム）となっています 17。

○ 災害時に地域の関係者が連携して対策にあたるため、災害拠点病院、医師会、歯科医師

会、薬剤師会、消防、行政等の関係機関、関係団体で構成される「高岡医療圏災害医療連

携会議」等を開催し、平常時から顔の見える関係を構築しています。

〔施策の方向〕

○ 災害拠点病院での災害時優先電話、衛星電話など、複数の通信手段の確保を推進します。

○ 災害拠点病院における災害に備えた医療資器材の備蓄を推進します。

○ 災害発生時のマニュアルや業務継続計画の策定、計画に基づいた訓練の実施を推進しま

す。

○ 高岡地域の被災を想定した場合、高岡市民病院、厚生連高岡病院が中心となり、富山県

済生会高岡病院、ＪＣＨＯ高岡ふしき病院、射水市民病院、金沢医科大学氷見市民病院な

どの救急告示病院や医師会、市、県内外のＤＭＡＴ等と協力しながら、発災直後からの災

害医療を担う体制を整備します。

○ 災害拠点病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、地区組織、行政等の関係者と災害医療

に関する情報交換を定期的に行い、連携を推進します。

○ 原子力災害時の訓練等を通して、医師会、薬剤師会、地区組織、行政等の関係者が連携

し、住民の円滑で迅速な避難体制や避難先での受入体制等の具体的な対応について検討を

推進します。

（４）周産期医療・小児医療

〔現状と課題〕

                        
17 都道府県調査
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○ 2014（平成 26）年の産科医・産婦人科医師数は、出産千人当たり 8.3 人（県：12.3 人、

全国：11.0 人)と少なく18、分娩施設に勤務する産科・産婦人科医師(常勤換算)は、15～49

歳女性人口 10 万人あたり病院 19.1人(県：23.2人、全国：24.4 人）、診療所 7.2人（県：

6.6 人、全国：8.7 人）となっています 18。

○ 2014（平成 26）年の分娩数（15～49歳女性人口 10 万対）は、病院 141.9 件、診療所 239.7

件（県：病院：182.4 件、診療所:167.7 件）と、診療所における分娩数が多く、産科医師

の確保と併せて病院と診療所の連携が必要です 18。

○ 2014（平成 26）年の小児科医師数は、小児人口１万人当たり 10.3 人（県：12.1 人、全

国：10.3 人）となっており19、小児医療に係る病院勤務医師数は、小児人口 10 万人当たり

43.3 人（県：73.4 人、全国：67.6 人)と、県、全国より少なく20、小児科標榜診療所勤務医

師数は、49.1人（県：46.6 人、全国：44.9 人)となっています 20。

○ 2016（平成 28）年度、助産所は７か所あり、母乳育児相談や栄養相談、訪問指導などを

行っています。

○ 厚生連高岡病院が、地域周産期母子医療センターとしてＮＩＣＵを整備し、新生児用人

工換気装置を有する病床を３床、ＧＣＵ(新生児治療回復室:６床)を設置しています。

○ 富山県済生会高岡病院が、周産期母子医療センターを補完する周産期母子医療センター

連携病院として整備されています。

○ 医療的ニーズが必要な児の保護者への院内教育等が充実し、在宅で療養する児が増えて

きています。

〔施策の方向〕

○ 産科、小児科、保健センター等、行政の相互連携により妊婦健診の受診率の向上と保健

指導の充実を図り、妊産婦支援の一層の充実を図るとともに、産婦のメンタルヘルスの保

持、産後うつの早期発見等を推進します。

○ 精神疾患を有する妊産婦への支援について、産科、小児科、精神科、保健センター等関

係機関、関係者がチームで支援を行う仕組みづくりを推進します。

○ 地域周産期母子医療センターや富山県周産期医療搬送・紹介ガイドラインに基づいた、

母体管理、搬送体制の維持に努めます。

○ リスクの高い妊産婦について、早期に地域周産期母子医療センター等の受診を推進し、

産科医と母子医療センターの連携を一層推進します。

○ 厚生センター管内周産期ネットワーク事業等を通して、周産期医療機関・保健機関の連

携を推進します。

○ 医療的ケアニーズの高い障害児への在宅医療の推進体制について検討します。

○ 富山大学や金沢大学の医学部の定員増（特別枠）や、修学資金制度の活用などを通じて、

産科医師等の確保に努めます。

（５） 在宅医療

                        
18 周産期医療の医療体制構築に係る現状把握のための指標
19 医師・歯科医師・薬剤師調査
20 小児医療の医療提供体制構築に係る現状把握のための指標
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〔現状と課題〕

〇 2015（平成 27）年度、訪問診療を実施している診療所・病院数は、87施設、人口 10 万

人当たり27.1 施設（県：26.0 施設、全国:21.7施設）と、県、全国より多く、訪問診療を

受けた患者は、17,141 人、人口 10 万人当たり 5339.6 人（県：4749.7 人、全国5720.4人）

と、全国と同程度あります21。

〇 2015（平成 27）年度、往診を実施している診療所・病院数は、122施設、人口 10 万人当

たり、38.0 施設（県：34.1、全国：31.6）と、県、全国より多く 21、往診を受けた患者数

は、3,421 件、人口 10万人当たり 1065.7 件（県：1024.1 件、全国：1353.9 件）と、全国

より少なくなっています 21。

○ 2017（平成 29）年 10月現在、在宅療養者を複数の在宅主治医が診療にあたる医師のグル

ープが、４グループ（66人）あります22。

〇 急性期治療を受けた患者が、安心して在宅療養を送れるよう、入院早期から関係者間が

連携し、退院前カンファレンスや退院前及び退院後の自宅訪問を行い、療養環境の整備を

行っています。

〇 在宅リハビリテーション、在宅患者訪問リハビリテーションの実施状況は、県、全国よ

り少なく、訪問リハビリを担う人材を確保し、訪問リハビリテーションに取組む体制を整

備することが必要です。

○ 2015（平成 27）年度、圏域内で、在宅における看取りを実施している診療所、病院は 39

か所あり、人口 10万人当たり 12.1施設（県：8.3 施設、全国：8.6施設）と、県、全国よ

り多くなっています 21。

○ 訪問看護ステーション数は増加しており、圏域内には、2016（平成 27）年現在、18 か所

あり、すべて24時間体制をとっています23。

○ 2015（平成 27）年度、在宅患者訪問薬剤管理指導の届出を行っている薬局数は、112 か

所、人口 10 万人当たり 26.1～40.0（県：36.2、全国：36.0）と、県、全国と同程度となっ

ています 1。

〇 2015（平成 27）年度、在宅ターミナルケアを受けた患者数は、人口 10万人当たり 45.5

人（県：38.4人、全国：58.1～58.2）と、県より多くなっています 21。

〇 市医師会の在宅医療支援センターでは、医療や介護が必要な高齢者が、住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、関係者との連絡会や研修

会等を開催しています。

〔施策の方向〕

○ 医療・介護に関わる多職種が顔の見える関係づくりを進める連絡会や研修会を実施する

とともに、入院時の情報提供や退院カンファレンスの実施など、高岡医療圏退院調整ルー

ルを活用して医療と介護の連携を推進します。

○ 慢性期機能病床から在宅医療等へ移行できるよう、慢性期病床を有する医療機関の円滑

                        
21 在宅医療の体制構築に係る現状把握のための指標
22 県高齢福祉課調べ
23 介護サービス施設・事業所調査（2015<平成 27>年）
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な退院調整の体制づくりを推進します。

〇 在宅療養者が安心して療養生活を送れるよう、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、訪問

看護ステーション、薬局、介護サービス事業所等との連携により、療養支援から看取りま

でを含めた継続的な医療の提供を推進します。

〇 入院医療から在宅医療等への移行後も、患者の状態に応じた切れ目ないリハビリテーシ

ョンの提供体制の推進に努めます。

○ 摂食・咀嚼・嚥下など口腔機能の向上や誤嚥による肺炎の防止を図るため、訪問歯科診

療や口腔ケアを推進するとともに、かかりつけ歯科医を持つ必要性について普及啓発しま

す。

〇 在宅医療における在宅薬剤管理、在宅麻薬管理の取組みを充実するため、医薬連携、薬

局間連携を推進します。

○ 急性期病院での入院治療までは必要としない、在宅療養患者の療養について、在宅療養

支援病院や慢性期病院など受入について検討できるよう努めます。

○ 療養中の方の急変時の対応方法について、医師会、地域の医療機関、訪問看護ステーシ

ョン、介護保険サービス事業所・施設、消防署、行政等と連携して、市民への普及啓発を

推進します。

○ 医療機関の認定看護師の参画により、心身の苦痛に適切に対応した質の高い在宅緩和ケ

アが提供されるよう努めます。

○ 在宅ケア・人生の最終段階における医療（アドバンスケアプランニング）について、住

民、医療・介護関係者への啓発を推進します。

○ 市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事業）を支援します。
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３ 医療・保健・福祉等の地域連携

（１）医療と保健、福祉の連携

〔現状と課題〕

○ 圏域内の医療機関においては、健康診査や予防接種事業等の受託や健康相談、感染症情

報の提供など保健センターや厚生センターにおける様々な事業への協力、患者紹介や情報

連絡等を通じて保健・福祉施設との連携が図られています。

〇 薬剤師会では、医師会と連携して事業所等での生活習慣改善のための講演会の開催、薬

局での禁煙サポートや医療機関受診勧奨、栄養士等の多職種・多機関と連携した薬局以外

の場所でのお薬・健康相談の実施など、住民の健康の保持増進への取組みを積極的に行っ

ています。

〇 厚生センターでは、難病患者等、リハビリテーションが必要な方への個別支援を通して、

適切なサービスが利用いただけるよう、関係機関の調整を行うとともに、高岡地域リハビ

リテーション広域支援センターと協働して、連絡協議会を開催し、関係機関の有機的な連

携を図っています。

○ 精神科医療機関、市及び関係者からなる高岡地域精神保健研究会を設置し、関係者の資

質の向上やネットワークづくりを目的として、研修会や事例検討会等を開催しています。

○ 市では、子育て包括支援センターを設置し、産前・産後サポート事業や産後ケア事業を

通して、妊産婦や子育て世代の保護者等が、妊娠期から切れ目なく必要な支援が受けられ

る体制を整備しており、厚生センターでは、母子保健事業連絡会や周産期地域連携ネット

ワーク事業等により、厚生センター、市、産科・小児科医療機関の関係者の連携を推進し

ています。

〇 厚生センター、市町村、医師会、病院、診療所、居宅介護支援事業所、地域包括支援セ

ンター等の連携により、各機関において、地域包括ケア、在宅医療・介護連携の推進に必

要な連絡会や研修会が開催されています。

〔施策の方向〕

○ 今後とも、難病ケア連絡会や高岡地域精神保健研究会を通して、難病患者や精神障害者

の支援におけるネットワーク構築に努めます。

○ 高岡地域リハビリテーション広域支援センターを中核として保健・医療・福祉施設との

連携を推進し、リハビリテーションの充実に努めます。

○ 今後とも、市の母子保健事業や厚生センターの周産期地域連携ネットワーク事業、母乳

育児をすすめる会等を通じて、妊娠・出産・育児期における支援が効果的に行われるよう

努めます。

（２）関係団体・ボランティアとの連携、情報の提供

〔現状と課題〕

〇 圏域内では、健康づくり推進員（食生活改善推進員、ヘルスボランティア、母子保健推

進員等）が市町村単位で協議会を組織するなど、ソーシャルキャピタルの醸成が進み、様々

な個人や団体・組織が協調・協働し、住民の福祉の向上、健康づくり活動を積極的に行っ
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ています。

○ 難病ボランティアが難病療養相談会の開催や、難病患者自主グループの活動に対して支

援しています。

〔施策の方向〕

○ 地域住民のネットワークを基盤に、医療・保健・福祉・介護等の関係機関・関係団体の

協働により、「地域包括ケアシステム」を推進するとともに、地域共生社会の実現に向けた

取組みを推進します。

○ 今後とも、厚生センターでは、関係団体や各ボランティア組織等と連携・協力しながら

ソーシャルキャピタルの醸成や各種事業の推進に努めるとともに、ホームページや各種の

事業を通じて、医療連携体制や医療機能に関する情報をわかりやすく提供していきます。
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第４節 砺波医療圏地域医療計画

１ 医療圏の概況

（１）地域の環境、人口及び人口動態

○ 砺波医療圏は、県西部に位置し、砺波市、小矢部                     

市及び南砺市の３市で構成され、圏域の総面積は

929.74km2です。

○ 西は石川県、南は岐阜県に接し、北は高岡医療圏、        

東は富山医療圏に接しています。庄川と小矢部川が

南から北東へと流れ、広い扇状地と山間地の変化

に富んだ地形をなしている自然豊かな圏域です｡

○ 2016(平成 28)年 10 月１日現在の圏域の総人口は

129,464人です。また、2016（平成 28）年の 65 歳以

上の老年人口割合は、総人口の 33.5％となっており、県平均(31.1％)を上回っています。

2016（平成 28）年の出生数は782 人、出生率（人口千対）は 6.1（県：7.0）で、県平均を

下回っています。また、死亡率（人口千対）は 13.5（県：12.3）で県平均を上回っていま

す。

（２）医療機関、保健福祉関係施設

○ 2016（平成 28）年 10 月 1 日現在、圏域内には、病院、一般診療所合わせて 98 施設、歯

科診療所44施設があります。

○ 2016（平成 28）年病院報告では、１日平均患者数は外来 1,753 人、入院 1,903 人、病床

利用率は 81.2％、平均在院日数 41.8 日で、県平均在院日数（33.4 日）より長くなってい

ます。

○ 保健施設として、保健センター(類似施設含む。)がすべての市に、厚生センターの本所

が南砺市に、支所が小矢部市に設置されています。なお、障害者・高齢者福祉施設などは、

次のとおりです。

医療機関の数

区 分
医 療

機関数
摘 要

病 院 16
一般  14 
精神科   2

一 般
診療所

82
有床    3 
無床    79

歯 科
診療所

44 無床   44 

厚生労働省「医療施設調査」
2016<平成 28>年 10 月 1日

病院病床数

区 分 病床数

一 般 1,021

療 養 795

精 神 520

結 核   5

感染症   4

厚生労働省「医療施設調査」
2016<平成 28>年 10 月 1日

小矢部市

小矢部支所

砺波市

南砺市

砺波厚生センター

砺波医療圏

小矢部市

小矢部支所

砺波市

南砺市

砺波厚生センター

砺波医療圏砺波医療圏
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（３）医療従事者

○ 2014（平成 26）年 10 月１日現在、圏域内の医師、歯科医師及び薬剤師の数は、人口 10

万人当たりで、医師 212.1 人（県：248.2人）、歯科医師 47.0 人（県：56.4人）、薬剤師 172.7

人（県：265.7 人）といずれも県平均を下回っています。

○ 圏域内の医療機関におけるリハビリテーション及び歯科関係従事者の数は下表のとおり

です。

医師・歯科医師等

区 分 人 数
人口 10万対

（砺波） (県)

医  師 280 212.1 248.2

歯科医師 62 47.0 56.4

薬 剤 師 228 172.7 265.7

看 護 職 1,935 1,500.0 1,564.7

内

訳

保健師 96 74.4 58.4

助産師 35 27.1 38.1

看護師 1,398 1,083.7 1,156.6

准看護師 406 314.7 311.6

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
2014<平成 26>年 10 月 1日現在
富山県「看護職員業務従事者届」
2016<平成 28>年 12 月 31日現在
人口 10万対は県医務課計算

リハビリテーション関係従事者

（常勤換算数）

区 分 人 数

理学療法士 68.3

作業療法士 55.5

言語聴覚士 15.0

視能訓練士 8.2

厚生労働省「病院報告」、「医療施設調査」
2014<平成 26>年 10 月 1日現在

障害者福祉施設

日中活動

の場

生活介護 ９

自立（生活）訓練 ２

就労移行支援 ４

就労継続支援Ａ型 ７

就労継続支援Ｂ型 ９

地域活動支援センターⅠ型 ３

地域活動支援センターⅡ型 －

地域活動支援センターⅢ型 －

住まいの場 共同生活援助 ８

相談 指定一般相談支援事業 ５

指定特定相談支援事業 １２

指定障害児相談支援事業 ７

県障害福祉課調べ
2017<平成 29>年 10 月１日現在

高齢者福祉施設など

入所

施設

特別養護老人ホーム

（地域密着型含む）
１２

介護老人保健施設 ７

介護療養型医療施設 ８

軽費老人ホーム（ケアハウス） ２

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）
３６

相 談

居宅介護支援事業所 ４８

地域包括支援センター ３

在宅介護支援センター １４

その他 訪問看護ステーション ７

県高齢福祉課調べ
2017<平成 29>年 10 月１日現在

歯科関係従事者

（常勤換算数）

区 分 人 数

歯科衛生士 97.3

歯科技工士 24.0

厚生労働省「病院報告」、「医療施設調査」
2014<平成 26>年 10 月 1日現在
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２ 医療

（１）医療機能の分担と連携

がん

〔現状と課題〕

○ 2015（平成 27）年度の圏域の市のがん検診受診率（胃・肺・大腸・乳・子宮）は、ほと

んどが県平均以上ですが、胃がんの検診受診率は県平均より低い市があります1。また、肝

炎ウイルス検査は市及び厚生センター等において実施されており、2016（平成 28）年度の

40 歳検診（健康増進事業）の管内の受診率はＢ型25.8％、Ｃ型 25.9%となっています2。ま

た、「肝がん早期発見のための地域連携パス」が運用されています。

○ 圏域内には禁煙外来を行っている医療機関は、2017（平成 29）年 10 月現在、14施設（診

療所９施設、病院５施設）あります3。2015（平成 27）年度の禁煙外来での治療件数（ニコ

チン依存症の診療報酬の算定件数）は、人口 10万人当たりで全国･県に比べて低くなって

います4。

○ 市立砺波総合病院が、がん診療連携拠点病院に指定されています。

○ 市立砺波総合病院はがん診療連携拠点病院として、がん相談支援センターを設置してい

ます。また、がんサロンを開催していますが、圏域内には、現在がんの患者会はありませ

ん。

○ 薬物療法は３医療機関で実施しています。また、市立砺波総合病院にがん専門薬剤師、

がん化学療法看護認定看護師がいますが、増員する必要があります。

○ ５大がんの地域連携クリティカルパスを運用するため、市立砺波総合病院を中心にかか

りつけ医と連携していますが、2015（平成 27）年度のがんの地域連携クリティカルパスの

運用数は低調です。

○ 末期がん患者に対して在宅医療を提供する医療機関届出数は、2016（平成 28）年３月現

在４施設と少ない状況です 3。

○ 緩和ケアチーム「有」の病院は、管内に３施設あり5、身体的な苦痛及び精神心理的な苦

痛等に対するケアを行っています。

○ 市立砺波総合病院では 2009（平成 21）年度から緩和ケア研修会が実施され、また、厚生

センターと共催し、在宅医療・保健・福祉地域連携支援研修会が実施されています。

○ がん患者指導管理料の算定件数は、2015（平成 27）年度で人口 10万人当たり 63.9件と

全国･県に比べて低くなっています 4。

〔施策の方向〕

○ 各市及び厚生センターは、がん予防の啓発やがん検診の受診率をはじめ、肝炎ウイルス

検査の受診率の向上と継続的なフォローアップに取り組みます。また、肝炎ウイルス検査

                        
1 厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」
2 砺波厚生センター調べ
3 診療報酬届出施設数
4 がんの医療体制構築に係る現状把握のための指標
5 医療施設調査(2014<平成 26>年)
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陽性者に対して「肝がん早期発見のための地域連携パス」を活用するなど、医療連携を推

進します。

○ 2013（平成 25）年度からの県・各市の健康増進計画（平成 29年度中間評価）で示される

目標値に向け、喫煙対策を推進します。また、地域・職域連携推進協議会等を活用し、職

域での受動喫煙対策を進めます。

○ 市立砺波総合病院のがん相談支援センターの充実が必要であり、患者や地域住民がより

多く利用できるよう啓発普及に努めます。また、患者同士が情報を交換し互いに支え合い

交流を図るため、圏域での患者会の育成を図ります。

○ 市立砺波総合病院と各医師会等との研修会等を通じ、地域連携クリティカルパスの運用

を推進します。

○ 市立砺波総合病院と協力して研修会や事例検討会等を開催し、多職種連携による在宅が

ん緩和ケアの推進を図ります。

脳卒中

〔現状と課題〕

○ 一人暮らし、日中独居など発症が容易に認識できない人への対応が必要です。

○ 2015（平成 27）年度の圏域内の脳卒中における t-PA 実施件数は 16 件で、人口 10 万人あ

たりは全国・県に比べて高くなっていますが６、引き続き発症後 4.5 時間の適応時間内の受

診を図る必要があります。

○ 急性期病院において、t-PA による血栓溶解療法の実施状況等の診療データの収集・分析

を行っています。

○ 回復期リハビリテーション病床を有する病院は、2016（平成 28）年９月現在、南砺市民

病院で 36床あります。また、地域包括ケア病床は、2017（平成 29）年１月現在、201 床あ

ります 3。

○ 2015（平成 27）年度の圏域内の早期リハビリテーション実施件数は 1,771 件で、人口 10

万人当たりでは 1,316.7 件で県を下回っています6。

○ 圏域内では急性期病院である市立砺波総合病院を中心とした地域連携クリティカルパス

を運用していますが、パスの運用を一層推進するとともに、患者自身も脳卒中発症後の経

過を理解し、積極的に治療を受けるための支援を図る必要があります。

○ 在宅等生活の場に復帰した患者の割合は、県を上回っています。

○ 地域リハビリテーション広域支援センターとして、市立砺波総合病院及び南砺市民病院

が指定されており、リハビリ従事者への援助・研修等の実施や圏域内の関係機関との連絡

会の開催、住民への地域リハビリテーションの普及啓発を行っています。

〔施策の方向〕

○ 住民に対し、脳卒中の予防を図るとともに、発症時に早期発見し、救急搬送の要請等を

適切に行うことができるよう普及啓発等を行います。

                        
6
脳卒中の医療体制構築に係る現状把握のための指標
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○ 引き続き、急性期病院における、t-PAによる血栓溶解療法の実施状況等の診療データの

収集・分析を推進します。

○ 医療と介護のリハビリテーションの連携を推進するとともに、脳卒中の再発予防を図る

必要があるため、地域連携クリティカルパスの急性期と回復期間の運用を進めるとともに、

その後の維持期（生活期）も含めた運用を推進します。

○ 住民がリハビリテーションに関する正しい知識を持ち、急性期リハビリテーションだけ

ではなく、予防や障害に応じ日常生活の自立を図るリハビリテーションについて理解でき

るよう啓発します。

○ 砺波地域リハビリテーション協議会等において、圏域内における回復期リハビリテーシ

ョンの機能強化について引き続き検討を進めます。

心筋梗塞等の心血管疾患

〔現状と課題〕

○ 圏域の市国保特定健康診査の 2015（平成 27）年度のデータでは、Ⅲ度高血圧7の者のうち

治療していない者が 64.4％（56人）、LDL コレステロール160 mg/dl 以上の者のうち治療

していない者が 87.7％（1167人）、HbA1c8.0％以上(NGSP値）の者のうち治療していない者

が 32.3％（50 人）おり、治療につなげる必要があります。

○ 一人暮らし、日中独居など発症が容易に認識できない人への対応が必要です。

○ 急性期の治療は、管内では市立砺波総合病院が担っています。

○ 2015（平成 27）年度の急性心筋梗塞に対する経皮的冠動脈形成術件数は 22件で、人口

10 万人当たりでは県に比べ少なくなっています8。

○ 市立砺波総合病院では、急性期治療の質向上のため、症例登録等を行い、来院から心臓

カテーテル検査までに要した平均時間や退院時転帰など、急性心筋梗塞の治療に関するデ

ータに基づいた治療評価の取組みを行っています。

○ 市立砺波総合病院では、入院中及び退院後の心大血管リハビリテーションを行っていま

すが、実施件数は県に比べ少なくなっています８。

○ 地域連携クリティカルパスは最新の診療に合わせて 2016（平成 28）年 10 月に改訂し、

運用しています。

○ 在宅等生活の場に復帰した患者の割合が、81.1％（県 92.7％）と県に比べ低くなってい

ます9。

〔施策の方向〕

○ 高血圧、脂質異常症、糖尿病の危険因子を有している未治療者に対し、適切な治療につ

なげる取組みを支援します。

○ 住民に対し、急性心筋梗塞の予防を図るとともに、発症が疑われる症状が出現した場合、

早期発見し救急搬送の要請等を適切に行うことができるよう普及啓発を行います。

                        
7 収縮期血圧 180mmHg 以上か拡張期血圧 110mmHg以上のどちらかを満たす場合
8 心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る現状把握のための指標
9 厚生労働省「患者調査」(2014<平成 26>年)
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○ 高血圧・脂質異常症・糖尿病等の患者については、必要に応じて冠動脈ＣＴ検査の受診

を勧めるなど、診療所と病院との前方連携を進めます。

○ 市立砺波総合病院での急性心筋梗塞の治療に関するデータに基づいた治療評価の取組み

を推進します。

○ 市立砺波総合病院において、再発予防に有効な心大血管リハビリテーションを入院中の

みならず退院後も継続できるよう推進していきます。

○ 地域連携クリティカルパスの円滑な運用を支援し、切れ目のない患者支援の推進に努め

ます。

糖尿病

〔現状と課題〕

○ 圏域の市国保特定健康診査の 2015（平成 27）年度のデータでは、HbA1c値が高い未治療

者が多く、受診につなげる必要があります。また、糖尿病の治療者のうち、HbA1c8.0％（NGSP

値）以上の者の割合は 9.2％であり、血糖コントロールの改善を図る必要があります。

○ 圏域の市では、糖尿病に関する健康教室・健康相談・訪問指導等が実施されていますが、

医療機関から患者を市の保健部門に紹介するシステムは、現在一部の市での実施に留まっ

ています。

○ 教育入院は６医療機関で行われており10、糖尿病専門医、糖尿病療養指導士等の専門スタ

ッフの確保に取り組んでいます。

○ 公的病院等で開催されている糖尿病教室は、地域に開放され、糖尿病予備群や他院通院

患者も利用できます。

○ 2015（平成 27）年度新規人工透析導入患者は 34人で、人口 10 万人当たりでは県平均よ

り少なくなっています。また、糖尿病透析予防指導の実施件数は少ない状況です11。

○ 低血糖患者数は、全国・県に比べて多くなっています。

○ 糖尿病治療など管理が継続しにくい要援護者（一人暮らし高齢者、認知症高齢者等）の

増加が懸念されています。

○ 糖尿病の地域連携クリティカルパスの運用は、一部の公的病院、医師会に留まっていま

す。

○ 圏域には４つの患者会がありますが、新しく加入する患者が少なく、高齢化しています。

〔施策の方向〕

○ 市国保特定健康診査で HbA1c 値の高い未治療者について、適切な治療につなげる取組み

を支援します。また、地域・職域連携推進協議会等を活用し、職域での糖尿病重症化予防

に努めます。

○ 「糖尿病重症化予防対策マニュアル」「糖尿病性腎症重症化プログラム」に基づき、医療

機関から市へ紹介し、健康相談・保健指導等を実施する保健医療連携体制の整備を図りま

す。

                        
10 富山県糖尿病医療資源調査（2017<平成 29>年）
11 糖尿病の医療体制構築に係る現状把握のための指標
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○ 働く世代等の患者が糖尿病の指導を受けやすい体制（糖尿病専門外来等）を医療機関に

おいて推進するとともに、厚生センターの地域・職域連携推進協議会を通じて普及啓発し

ます。

○ 病院とかかりつけ医との病診連携の強化のため、地域連携クリティカルパスとして糖尿

病連携手帳を用い、中核病院と医師会との連携を推進します。

○ 地域包括支援センター等と連携し、高齢者の要援護者に対する支援を行う必要があり、

福祉関係従事者に対して、糖尿病に関する研修会や事例検討会を行います。

○ 医療機関及び行政は、今後とも患者会の支援を行っていくとともに、普及啓発に努めま

す。

○ 糖尿病の早期発見や重症化予防を図るため、糖尿病に関する知識等の普及啓発をさらに

進めます。

精神疾患  

〔現状と課題〕

○ 2014（平成 26）年医療施設調査では、圏域内には、精神科を標榜する病院が６施設、人

口 10万人当たり 4.4施設で県より多くなっています。精神科を標榜する診療所も 1ヶ所開

設されました。また、精神科訪問看護を提供する医療機関は６施設、人口10万人当たり 3.7

施設であり、県よりも多くなっています 5。

○ 北陸病院には、医療観察法に基づく病床が 34床設置されています。

○ 厚生センターや各市では、心の健康に関する普及啓発や相談窓口を設置し、住民の相談

に対応しています。

○ 2014（平成 26）年患者調査では、「精神及び行動の障害」による退院患者平均在院日数は

250 日で県平均よりも短くなっています。また、最近の入院患者は、１年以内での退院が多

い状況です。

○ 2015(平成 27)年の精神科身体合併症管理加算の算定件数は49件であり、人口 10万人当

たりでは県よりも少なくなっています。高齢化の進展に伴い、身体合併症を有する患者が

増加しています。12

○ 2015(平成 27)年の在宅通院精神科療法の 20歳未満の加算の算定件数は、216件であり人

口 10万人当たりでは県よりも少なくなっています 12。また、発達障害児者が増加していま

す。

○ 2016(平成 28)年３月現在、精神科地域移行実施加算の届出施設は、２施設あります 3。精

神科病院では、行政や相談支援事業所等地域関係機関と連携して、地域移行（退院）支援

に取り組んでいます。

○ 関係機関や団体が参画した「地域精神保健福祉推進協議会」が設置されており、精神保

健福祉に関する知識の普及啓発などに努めています。

○ 「かかりつけ医から精神科医への紹介システム」を作成するなど、うつに関するかかり

つけ医と専門医との連携を推進しています。また、厚生センターにおいて、うつに関する

パンフレットや相談窓口一覧表を作成し、職域や地域住民への普及啓発に活用しています。

                        
12

NDB：厚生労働省レセプト情報・特定健診等情報データベース（ナショナルデータベース）
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○ 厚生センターでは、「精神障害者のための地域生活支援ガイド」を作成し、関係スタッフ

が精神障害者のよりよい支援に結びつけるために活用しています。

○ 認知症疾患医療センターは、独立行政法人国立病院機構北陸病院に設置されており、相

談や鑑別診断及び周辺症状に対する治療等を行うとともに、保健・医療・介護機関などと

の連携を図るため、研修会や情報発信を行っています。

○ 厚生センターと認知症疾患医療センター、各市が協力し「認知症支援ガイド」を作成し

ました。

○ 2015（平成 27）年の自殺による死亡者数は 31 人で、人口 10 万人当たり 24.0人で県より

多くなっています13。

〔施策の方向〕

○ 引き続き、厚生センターや市では、地域住民や精神障害者及びその家族に対し、相談や

訪問指導等を行います。

○ 精神科医療機関と地域関係機関が連携して、地域移行（退院）支援に取り組んでいきま

す。

○ 医療観察法に基づく患者の社会復帰を支援していきます。

○ 身体合併症を有する患者や発達障害児者の医療連携の推進に努めます。

○ うつ早期発見・早期治療を図るため、「かかりつけ医と精神科医の連携に関するマニュア

ル」に基づき、うつ診療の連携を図ります。

○ 一般かかりつけ医等のうつ病や認知症の診断技術の向上を図ります。さらに認知症サポ

ート医の養成を図っていきます。

○ 認知症の人が、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるように、地域包括支援セ

ンター等の相談機関やかかりつけ医・専門医との連携を図ります。

○ 認知症疾患医療センターは、地域の認知症疾患の保健・医療・介護サービスの向上を図

るため研修会等を行い、「認知症疾患治療ガイドライン」に基づく診療等を推進するととも

に、関係機関との連携を図ります。

○ 地域精神保健福祉推進協議会では、地域住民への精神保健福祉に関する普及啓発をさら

に進めます。

○ 引き続き、厚生センター及び市が連携しながら自殺予防対策の推進に努めます。

その他

〔現状と課題〕

○ 市立砺波総合病院には、開放型病床が５床設置されています。

○ 圏域内の３公的病院で高度医療機器の共同利用が行なわれるなど、効率的な運営が図ら

れています。

○ ５公的病院、９私立病院、６診療所に地域医療連携窓口が設置されており、患者の退院

支援等医療機関及び地域との連携が推進されています。

                        
13 厚生労働省「人口動態統計」
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〔施策の方向〕

○ 開放型病床の有効活用、高度医療機器の共同利用などを推進します。

○ 病院等の医療連携窓口を通じて、医療・保健・福祉等関係機関の連携の強化を図ります。

（２）救急医療

〔現状と課題〕

○ 救急医療体制は、初期救急医療体制として砺波広域圏事務組合が砺波医師会等の協力を

得て砺波医療圏急患センターで内科及び小児科の休日・夜間診療を実施しています。また、

小矢部市医師会は休日の在宅当番医制を、南砺市医師会は公立南砺中央病院において日曜

日診療を実施しています。

○ 第二次救急として病院群輪番制（市立砺波総合病院、南砺市民病院、北陸中央病院）を

行っています。また、第二･五次救急として地域救命センター（市立砺波総合病院）が対応

しています。

○ 第二次及び第二・五次救急の負担軽減のため、初期救急医療体制について充実を図る必

要があります。また、砺波医療圏急患センターの診療件数は、最近減少傾向にありますが、

適切な受診について啓発する必要があります。

○ 2015（平成 27）年の圏域内における救急出場件数は 4,413件、搬送人員は 4,161 人です14。

また、救急救命士は、2016（平成 28）年４月 1日現在 48 人で各市消防署・出張所に配置さ

れています15。

○ 2015（平成 27）年の圏域内の救急要請から救急医療機関への搬送までに要した平均時間

は 29.5 分であり、県平均並みです 14。

○ 砺波地域消防組合では応急手当や公共施設等に設置されているＡＥＤ（自動体外式除細

動器）に関する救命講習を実施しています。また、ＡＥＤの設置場所等について各市で広

報するなど、ＡＥＤを含む救急蘇生法に関する普及啓発が行われています。

〔施策の方向〕

○ 今後とも、初期、第二次、第二・五次救急医療体制を充実するとともに、住民に対し的

確な救急医療機関情報の提供に努めます。

○ 住民に対し、脳卒中や急性心筋梗塞を早期発見し、発症時に救急搬送の要請等を適切に

行うことができるよう普及啓発を行います。

○ 病院前救護体制の充実のため、今後ともＡＥＤを含む救急蘇生法の講習会などを通じて、

その目的や使用方法の周知に努めます。

○ 健康づくりボランティア等の研修会等を通じ、「救急受診ハンドブック」、「小児救急医療

ガイドブック」や小児救急電話相談（＃８０００）について、住民に普及啓発します。

（３）災害医療

〔現状と課題〕

                        
14 富山県消防防災年報
15 消防庁「救急・救助の現状」
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○ 市立砺波総合病院が地域災害拠点病院及びＤＭＡＴ指定病院となっており、診療に必要

な施設の耐震化はすべて完了しています。

○ 北陸病院は、被災地において被災者の心のケアに従事する「災害派遣精神医療チーム（Ｄ

ＰＡＴ）」を有しています。

○ 災害時に行政、災害拠点病院、医師会等関係機関が連携可能な仕組みを整える必要があ

ります。

○ 災害医療等に関する会議を定期的に開催し、災害発生時の災害医療関係者の役割分担や

連携方策について明確にしたうえで情報を共有しています。

○ 「災害時厚生センター活動マニュアル」に基づいて大規模災害発生時の応急活動に関す

る図上訓練を厚生センターで実施しています。

○ 災害時の医療救護活動を迅速に行うため、2012（平成 24）年 11月に、公的５病院は相互

応援協定を締結しています。

○ 災害発生時に、市の災害対策本部は医療救護所を開設し、近接地域から派遣されたＪＭ

ＡＴなどの医療救護班等と協力しながら、発災直後から数週間以上にわたり災害医療やメ

ンタルヘルス、公衆衛生対策を実施することとなっています。

〔施策の方向〕

○ 災害時には、広域災害・救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)を利用し、管轄区域の医療機

関の状況について把握できるように推進します。

○ 被災者及び支援者に対するマネジメント機能を発揮するため、保健医療活動を調整する

体制の整備に努めます。

○ 引き続き、災害医療等に関する会議で関係機関のネットワークを進め、災害医療や防災

対策について継続的に評価・検討を行うとともに、地域の実情に応じた対応マニュアルを

作成します。

○ 各市における防災計画及び富山県災害時要援護者支援ガイドラインに基づく個別計画等

に基づき、要援護者名簿の整備、福祉避難所の確保、必要物資の備蓄等を進めるとともに、

実効性のある防災訓練を実施するよう支援します。

○ 厚生センターと各市が協力し、人工呼吸器等の医療機器を使用している患者について平

時から災害時の対応を検討し、必要な準備を進めます。

○ 「災害時の保健活動マニュアル」、「災害時の栄養・食支援ハンドブック」等について、

研修会等を通じて、普及啓発を行います。また、平常時から災害時の基本的な対応ができ

るように、厚生センター及び３市が協力し、避難所の保健衛生チェックリストを作成し、

普及を図ります。

（４）周産期・小児医療

〔現状と課題〕

○ 2016（平成 28）年度分娩を取り扱う医療機関は、３施設（病院１施設、診療所 1施設、

助産所１施設）あり、2016（平成 28）年度で年間 437 件の正常分娩があります 1216。

                        
16

医療機能情報報告
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○ 市立砺波総合病院は地域周産期母子医療センターとして、母体及び新生児の救急搬送受

入体制を有しています。

○ 厚生センターでは、医療的ケア児及びメンタル面で支援を要する妊産婦訪問指導等を市

と協働で実施しています。

○ 管内産科・小児科連絡会、周産期ネットワーク会議等を開催し、分娩可能な医療機関と

妊婦健診実施医療機関の連携の推進や妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提

供する体制の構築に努めています。

○ 砺波医療圏急患センターの小児利用者は、2016（平成 28）年度は夜間一日あたり７人と

なっています 2。

○ 発達障害児の早期療育体制の充実を図るために市と厚生センターが協働し、ゆう遊相談

会を実施しています。

〔施策の方向〕

○ 妊婦及び新生児の周産期医療救急搬送については、「周産期医療搬送・紹介ガイドライン」

に沿って適切に運用されるよう、その周知等に努めます。

○ 今後とも３市においては母子保健部門と児童福祉部門との連携に努めるとともに、厚生

センターでは専門医療機関や児童相談所等との広域的な連携の強化など、必要な支援を行

います。

○ 管内産科・小児科連絡会や周産期ネットワーク会議等を通じて関係機関の連携強化を図

ります。

○ 「小児救急医療ガイドブック」や小児救急電話相談（＃８０００）について、住民に普

及啓発します。

○ 今後も関係機関と連携を図り、発達障害児の早期療育体制の充実を図ります。

（５）在宅医療

〔現状と課題〕

○ 退院支援を実施している診療所・病院は、2015（平成 27）年度末現在４施設あります。

また、退院支援（退院調整）を受けた患者数は圏域内で 1,638人、人口 10万人当たり 1,217.8

人）で全国や県を上回っています17。

○ 訪問診療を実施している診療所・病院は、2015（平成 27）年度末現在 33施設あります。

圏域内で、定期的な訪問診療を受けた患者数は 6,344 人、人口 10万人当たり 4,716.6 人で

あり、県とほぼ同様です 17。医療ニーズの高い在宅患者に対応できるよう、多職種連携・バ

ックアップ病床の確保など、在宅医療のシステムの充実を図る必要があります。

○ 2017（平成 29）年９月現在、圏域内では、在宅患者訪問薬剤管理指導の届出薬局数は 45

施設で、人口10万人当たり 35.0 施設と県より少なく 3、また、訪問薬剤指導実績のある薬

局も 21施設と少ない状況です18。2012（平成 24）年度の診療報酬改定により、がんの緩和

治療としての麻薬処方日数の制限が緩和されており、在宅医療での麻薬管理が課題となっ

                        
17

在宅医療の体制構築に係る現状把握のための指標
18 県くすり政策課調べ
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ています。

○ 24時間体制をとっている訪問看護ステーションは、2015（平成 27）年度末現在５施設、

人口 10万人当たり 3.7 施設であり、県よりも少ない状況です19。従事者数は、砺波市・南

砺市で県平均を上回り、特に看護師、理学療法士が多くなっています。

○ 急変時に往診を受けた患者は、圏域内で 1,867 人、人口 10 万人当たり 1,388.1 人であり、

全国や県を上回っています 17。

○ 在宅看取りを実施している診療所・病院数は、2015(平成 27）年度末現在圏域内で 14施

設、人口10 万人当たり 10.4 施設であり、全国や県を上回っています。また、圏域内で在

宅における看取り数は 174 人であり、人口10万人当たりでは129.4 人で全国や県を上回っ

ています。在宅ターミナルケアを受けた患者は、圏域内で86人、人口 10万人当たり 63.9

人で、全国や県を上回っています 17。

○ 2017（平成 29）年 11月現在、在宅療養支援歯科診療所の届出を行っている歯科診療所数

は８施設あります 3。

○ 各医師会は在宅医療支援センター事業として、在宅主治医のグループ化や多職種連携の

事例検討会の実施等により在宅医療体制を推進しており、各市においても医師会等と連携

し、多職種連携に関する研修会等を実施しています。また、各職能団体も研修会を実施し

ています。

○ がん診療連携拠点病院である市立砺波総合病院では、2009（平成 21）年度から緩和ケア

研修会が実施されており、また、厚生センターと共催し在宅医療・保健・福祉地域連携支

援研修会を開催しています。

〔施策の方向〕

○ 公的病院で開催されている医療圏連携室連絡会や研修会等において、引き続き退院支援

についての技術の向上を図り、医療介護の連携を推進します。

○ 薬局間の連携を推進するとともに、医薬連携により在宅服薬指導や在宅麻薬管理など、

在宅医療での薬局機能の充実を図ります。

○ 住民に対し、在宅医療やそれに従事する職種の機能や役割を広く紹介するとともに、在

宅緩和ケアや在宅看取りについても普及啓発を図り、引き続き在宅における見取りができ

る体制を推進します。

○ 圏域内の訪問看護ステーションの機能強化に向けて、訪問看護ステーション同士の連携

を推進します。また、グループホームなどの居住系サービス施設での訪問看護の利用を進

めます。

○ 医師会・歯科医師会・薬剤師会・訪問看護ステーション・介護保険事業者等の地域にお

ける多職種連携を強化するため、合同研修会や連絡会を開催します。また、栄養士や歯科

衛生士等の在宅療養患者への対応について検討します。

○ 市立砺波総合病院が開催する緩和ケア研修会や事例検討会に、かかりつけ医やコメディ

カルの参加を促進し、多職種連携による在宅がん緩和ケアの推進を図ります。

○ 「地域リハビリテーション支援ガイド・実施機関紹介ガイド」及び「砺波医療圏医療と

                        
19 県高齢福祉課調べ
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介護の連携手引き」を普及し、在宅医療・介護関係者の連携をさらに進めます。

○ 市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業（地域支援事業）を支援します。
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３ 医療・保健・福祉等の地域連携

（１）医療と保健、福祉の連携

〔現状と課題〕

○ 厚生センターを事務局に公的病院・小児科医療機関による感染症メーリングリストを運

用するとともに、市立砺波総合病院において、圏域内の公的病院及び厚生センターが参加

して地域医療感染防止対策連携会議を定例的に開催しています。

○ 厚生センターでは、小規模医療機関及び福祉施設の看護職員を対象に安全講習会等を開

催しています。

○ 厚生センターは保健・医療・福祉等関係機関からなる精神関係機関長会議を開催してい

ます。また、３市合同で砺波地域障害者自立支援協議会を設置し、相談支援事業の運営評

価や処遇困難事例の対応のあり方の協議等を行っています。３市において障害福祉計画を

策定し、推進しています。

○ 厚生センターでは、難病患者や家族の療養上の不安の軽減やきめ細かな日常生活への支

援を目的として、家庭訪問及び療養相談会等の充実、医療機関を交えての地域難病ケア連

絡会の開催、地域住民を対象とした難病ボランティアの養成を、市や医療機関等関係機関

と連携して実施しています。

○ 住民ができる限り住み慣れた地域で生活できるよう、予防の推進や入院・退院・在宅復

帰を通しての切れ目ないサービスを提供する地域包括ケアを推進するため、医療・保健・

介護・福祉の連携を図ることが必要です。

〔施策の方向〕

○ 今後とも厚生センターと医療機関、福祉施設が連携し、ネットワーク会議や講習会等を

通じて、院内感染対策等の安全対策を推進します。

○ 今後とも３市において関係機関との連携のもと、砺波地域障害者自立支援協議会の活動

を活性化し、障害福祉計画を着実に推進します。また、厚生センターでは精神関係機関長

会議や研修会等を通じて関係機関の連携を推進します。

○ 砺波圏域地域リハビリテーション連携指針に基づき、砺波地域リハビリテーション広域

支援センターを中核として保健・医療・福祉施設との連携を推進します。

○ 今後とも、難病患者の在宅療養を支援するため、保健・医療・福祉等の関係機関及び地

域の難病ボランティア等と連携して取り組んでいきます。

○ 地域包括ケアの推進のため、行政・医師会・歯科医師会・薬剤師会・訪問看護ステーシ

ョン・介護保険事業者等の合同の研修会や連絡会等を通じ、地域における多職種連携の強

化を推進します。

（２）関係団体・ボランティアとの連携、情報の提供

〔現状と課題〕

○ ソーシャルキャピタルの核となるヘルスボランティアや食生活改善推進員、母子保健推

進員、メンタルヘルスサポーター、難病ボランティア、薬物乱用防止指導員等による地域

活動が積極的に行われています。
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○ 厚生センターでは、上記関係団体やボランティア組織等のソーシャルキャピタルを活用

し連携を図りながら、各種事業を推進しています。

○ 厚生センターでは、ホームページ等を通じて、医療連携体制や医療機能に関する情報を

提供しています。

〔施策の方向〕

○ 厚生センターでは、今後とも、関係団体や各ボランティア組織等のソーシャルキャピタ

ルを活用し連携・協力しながら各種事業の推進に努めます。

○ 厚生センターでは、今後とも、ホームページや各種の事業を通じて、医療連携体制や医

療機能に関する情報をわかりやすく提供していきます。



第４章 計画の推進

第１節 関係機関の役割分担と連携

第２節 計画の普及、実効性の確保



2
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第１節 関係機関の役割分担と連携

本計画を推進するためには、この計画の基本的な方向や施策について、県民、保健医療関

係機関、市町村、県等が各分野においてそれぞれの役割を認識し、相互に連携を図りつつ、

それぞれの責任を果たしていくことが重要です。

１ 県民への期待

生涯を通じて健康でいきいきと暮らせるよう、県民一人ひとりが健康的な生活習慣づくり

や疾病予防に努めるとともに、早期受診・早期治療により健康の保持に努めることが重要で

す。

また、医療を受ける県民が、医療機関相互間の機能分化・連携の重要性を理解し、医療機

関の機能に応じ、医療に関する選択を適切に行い、適切な医療機関を受診するよう努めるこ

とが必要です。

２ 保健医療関係機関の役割

① 医療機関

医療機関は、生命の尊重と個人の尊厳を旨として、患者の心身の状況に応じた医療を提供

することが重要であり、患者の視点に立った安心で質の高い医療サービスの提供が求められ

ています。

また、医療の高度化にも対応するとともに、医療機関の機能の分担と連携を推進し、医療

の効率化を図ることが求められています。

② 保健医療関係団体（医師会、歯科医師会、看護協会、薬剤師会など）

医療機関や市町村、県等と連携して、県民の健康づくりに対する支援や医療従事者を対象

とした研修の実施などに積極的に取り組んでいくことが期待されます。

３ 行政の役割等

① 市町村

市町村は、住民に最も身近な行政主体として、住民ニーズを適確に把握し、地域の実情に

応じた初期救急医療や在宅医療、地域包括ケア等の体制の整備や医療と連携した保健、福祉

サービスの提供など、保健医療活動に対する自主的かつ主体的な取組みが期待されます。

② 県

県は、保健医療関係機関や県民に広く計画の内容を周知し、計画の進捗状況や県民ニーズ

を的確に把握するとともに、二次医療圏や県下全域の広域的な視点から、保健医療提供体制

の整備・充実を図るため、総合的かつ効果的な施策を展開していくことが必要です。
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第２節 計画の普及、実効性の確保

本計画を推進するにあたっては、保健医療関係者はもとより、広く一般県民の理解と協力

を求めることが重要であることから、計画の趣旨、内容についての積極的な普及に努めます。

また、医療計画の実効性を確保するためのマネジメントシステムとして、疾病・事業ごと

のＰＤＣＡサイクル(計画・実行・評価・改善)による施策の進捗状況の検証や必要に応じた

施策の見直しを行うとともに、国の医療制度改革の動向や県民ニーズ等も踏まえ、保健医療

提供体制を充実・確保するために必要な施策を積極的に展開していくこととします。

１ 計画の普及

○ 計画を県のホームページに掲載するとともに、県民等からの質問、意見を受け付けます。

○ 県の広報誌等に計画の趣旨、内容等を掲載します。

○ 医療機能情報提供制度を通じて、医療機関や疾病別の医療機能等に関する情報を提供し

ます。

２ 計画の実効性の確保（ＰＤＣＡサイクルの推進）

○ 計画の実効性を高めるため、疾病・事業ごとに以下のＰＤＣＡサイクル(計画・実行・評

価・改善) による施策の進捗状況の検証や必要に応じた施策の見直しを行います。

  ◇数値目標をもとに現状を把握

  ◇現状から医療課題を抽出

  ◇課題解決のための数値目標を設定

  ◇目標達成のための施策を策定

  ◇毎年度、施策の進捗状況等を評価

○ 県医療審議会において、全県的な施策の実施状況の把握・評価等の進行管理を行うとと

もに、具体的な推進方策や新たな課題への対応などについて審議します。

○ 各医療圏の地域医療推進対策協議会において、地域における計画の進捗状況を把握する

とともに、推進の方策、課題等について検討を行います。

○ この計画を推進していくために必要又は有効な国の制度等の見直しや支援策については、

国に対し理解を求めるとともに、強力な働きかけに努めます。

○ 評価の内容等については、ホームページ等により公表し、県民への情報提供に努めます。










































































